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PI-Forum 誌発刊によせて 

PI-Forum理事長 石川雄章 

 PI-Forum の設立からもうすぐ３年になろうとし

ている。これまで、社会的な合意形成に関する国際

セミナーや様々な分野の専門家によるワークショッ

プなど、一歩一歩ではあるが信頼される活動を目指

して着実に取り組んできた。最近では、私たちの考

える基本的な価値を「コア・バリュー」という形で

世に問うたところである。そして振り返れば、これ

らの活動は、ＮＰＯとしての社会貢献以上に、私た

ちにとって、素晴らしい人と出会い、様々な考え方

や経験に接することができる、「学びの場」であった。 

 この３年間に、「社会的な合意形成」は大きな課題

として注目されてきた。身近なところでは迷惑施設

やまちづくりに伴う住民合意、大きなところでは環

境問題や国際紛争の解決などだ。市民、企業、行政

などの関係者やテーマによって対処方法は異なるが、

その根底にある考え方は実は普遍的でシンプルであ

る。それは、「お互いが自分の意見を明らかにし、相

手の意見に耳を傾け、win-winの関係を目指して共通

の目標や解決策を一緒に考え、異なる意見から紛争

ではなく新しい価値を生み出すこと」だと思う。こ

れから日本が、文化や慣習、国益の違いを乗り越え、

国際社会の一員としての役割を担っていくためには、

このような考え方がより重要になるに違いない。

PI-Forumでは、市民と行政という視点から、「３つ

のＰＩ」の中でそれを示したつもりである。 

 一方、そのような社会の実現には継続的な取り組

みが必要だろう。考え方が社会で認知されることは

もちろん、様々な知恵や経験が社会全体の財産とし

て蓄えられることが不可欠だからだ。すでに、様々

な分野でＰＩに関する取り組みは始まっている。必

要なことは、分野を超えて知恵や技術や経験を共有

すること、理論と現場を結び付けることなど、知恵

と知恵、経験と経験、人と人の出会いが化学反応を

引き起こし、新たに生み出された知恵と人のネット

ワークが広がる環境を作ることだと思う。

PI-Forumのミッションはまさにそれである。 

 このような意味からも、今回刊行する本誌は、私

たちのＮＰＯ活動の中核を担うものであり、多様な

分野の専門家や実践者が知恵や経験を提供する場と

して大きな意味を持っている。それゆえ本誌では、

信頼性のある有用な情報を提供するクオリティを維

持しつつ継続すること、分野を超えた知恵と人のネ

ットワークを広げる場となること、を目指したい。 

 最後に、私たちの思いと可能性に応えてくれた寄

稿者の方、スポンサーの方、そしてボランティアで

編集にあたってくれた若手の専門家に感謝し、発刊

のご挨拶といたします。 
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２ndステージを迎えたＰＩと PI-Forum への期待 
 

筑波大学システム情報工学研究科 教授 

石田 東生 

 

 パブリックインボルブメント（ＰＩ）という言葉

がわが国で最初に行政文書に掲載されたのは 1996

年のキックオフレポートであった。キックオフレポ

ートは、「あなたの声からはじまる道づくり」という

タイトルからも分かるように、道路整備５カ年計画

に国民の声を反映することを目的に行われた一連の

活動の中心となったもので、道路政策を巡る１２の

テーマを対象に自由回答方式で国民の皆さんから意

見をいただくという試みであった。全国の３５，０

００人を超えるかたがたから総数で１２万件を超え

る意見をいただいたという非常に大きな規模のパブ

リックコメントであり、ここでの意見は全国で多数

開催された公聴会・シンポジウム・自治体への意見

照会などで寄せられた他の意見とともに、道路審議

会として提言した建議ならびに道路整備５カ年計画

に反映されている。建議では特に道路政策・計画立

案プロセスにおけるＰＩや政策評価の重要性も強く

主張されており、後のＰＩの先駆けとなったと評価

できる。以来、高速道路、幹線道路、コミュニティ

道路の計画において多くの様々なＰＩが実践されて

きている。また、国においてもコミュニケーション

型国土行政の創造（1999）、公共事業の説明責任向上

行動指針 (1999)、道路計画合意形成研究会提言

（2001）、市民参画型道路計画プロセスのガイドライ

ン（2002）など矢継ぎ早に指針やガイドラインを策

定していて、参画型の社会資本整備や公共事業を推

進している。 

 現在もなお根強いものであるが公共事業批判や道

路事業批判が強く、また当初はＰＩという言葉が耳

慣れないこともあり、ＰＩを実施するときには担当

者の間で、「何をどうするのか、どのように考えれば

よいのか」という相当肩肘の張った議論がなされた

と記憶している。これに比べると今は隔世の感があ

る。ＰＩのもたらした様々な効果が担当者にもまた

参加者にも実感され、行政のあり方についての議論

もあって、現在ではＰＩの実施は当たり前になって

いる。当初の肩肘張った緊張感の伴うＰＩではなく

て、笑顔と協働に満ちた当たり前のセカンドステー

ジのＰＩが始まったと考えたい所以である。しかし、

２ｎｄステージのＰＩは実施することに意味のあっ

た時代から、実施して効果を生み出すことを求めら

れる時代でもある。 

 このように考えると、ＰＩのより広範な効果的な

実践に関して問題が全くないとはいえない。ＰＩを

担う人の育成の問題、ＰＩをより効果的効率的にす

るための制度の問題、ノウハウ・スキルの蓄積と共

有の問題、ＰＩを念頭に置いた計画プロセスの再構

築の問題などである。これらの問題の解決や概念・

技術の広範な普及にPI-Forumが果たす役割と期待

は大きい。特に、PI-Forum が産・官・学という人

の構成の面でも、道路やまちづくりといった社会基

盤整備・公共事業から環境問題・科学技術の普及と

いう対象領域という広がりの面からも、また、コミ

ュニケーション技術から計画プロセスや評価方法の

あり方などを含む計画・政策・プロジェクトのマネ

ジメントなどという関心領域やアプローチのあり方

においても、分野横断的であること、多様な人材が

参加し活動していることを考え合わせると、期待は

ますます大きくなる。今までも様々な実践活動が行

われてきたが、電子ジャーナルの発行によってさら

に会員の間で２ｎｄステージのＰＩが抱える様々な

課題が議論され、共有されることを通して、今後さ

らに必要性が増大するＰＩの発展に貢献することを

心より期待したい。 

 
石田 東生 （いしだ はるお） 
筑波大学システム情報工学研究科 教授 
305-8573 茨城県つくば市天王台 1-1-1 
ishida@sk.tsukuba.ac.jp 
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参加型まちづくりの技術の蓄積と今後の展望 

 

東京都立大学工学研究科建築学専攻 助手 

饗庭 伸 

 

１．参加型まちづくりとは何か 

 参加型まちづくりの技術とは、1960年代末より取

り組まれてきた都市計画における「方法の体系」で

ある。ここでいう都市計画とは、都市計画法で規定

さる狭義の都市計画ではなく、住宅地、公共施設、

街路空間、公園、街並みといったものまでをその対

象に含む、広い意味での「都市」の「計画」と捉え

ていただきたい。そして、参加型まちづくりとは、

「都市」の「計画」の作成、その実現及び運営に、

住民・市民を中心に専門家等の様々な主体が関わる

活動のことである。空間の直接的なデザインにはじ

まり、空間のデザインをコントロールする計画づく

り、関連する人や組織づくりも含まれる。参加型ま

ちづくりとは、フィジカルな生活空間の整備を中心

に、法、組織、人からなる生活世界を秩序あるもの

へと組み立てなおしていく行為である。 

 やや誤解のある表現かもしれないが、参加型まち

づくりは、学の構成でいくと、建築系の都市計画、

あるいは都市工学系という狭い領域で発達してきた

方法であり、土木系の都市計画とは流れを異にする。

学の領域の組み替えはどんどん進んでおり、

PI-Forum もそのような流れの中であるものだと

筆者は認識しているが、ともかくもこれまでの蓄積

は現場も含めてやや安定した「蛸壺」の中で形成さ

れてきたことは事実であり、今後の学際的な議論を

期待しつつ、本稿ではあえて土俵を狭く設定してお

く。 

 参加型まちづくりの個別具体の技術についての開

発実践は進められ、多くの成果を見ることが出来る。

体系的に技術を大観出来るものとしては、世田谷ま

ちづくりセンター（1994〜）の一連の「参加のデザ

イン道具箱」、伊藤他（2003）「参加するまちづくり

〜ワークショップがわかる本」、拙稿（2004）「プロ

セスデザイン」「まちづくり組織」（日本建築学会「建

築設計資料集成」に所収）などが挙げられる。また、

その歴史については、拙稿（2003）「参加型まちづく

りの方法の発展史と防災復興まちづくりへの展開可

能性」、米野・饗庭他（2001）「参加型まちづくりの

基礎理念の体系化−先駆者の体験・思想に基づく考察

−」、中澤他（1995）「日本における住民参加型まちづ

くり論の変遷に関する研究(1970-94)」などが挙げら

れる。 

 本稿の目的は参加型まちづくりの技術の全体像を

整理し、今後の展望を描くことである。しかし、40

年に及ぶ取り組みを委細伝えることは紙幅の都合上

不可能であるので、これらの一連の作業をご参考い

ただくとしてその記述を最小限にとどめ、本稿の前

半部にまとめる。そして後半部では参加型まちづく

りの技術の現段階での到達点と、最新の研究情報を

概観することにする。 

 

２．参加型まちづくりの技術 

どういう体系で発達してきたか 

 「参加型まちづくり」は、官僚が中心となって立

案、実施してきた「都市計画」という技術の体系が、

1960 年代に市民という存在に対峙することによっ

て誕生し、発達してきた。 

 旧来型の都市計画と「参加型まちづくり」の違い

は、「ボトムアップ vs.トップダウン」「政府 vs.市民」

といった様々なキーワードで、時に二項対立的に説

明されるが、その根本的な違いは、都市計画の作成

主体や実現主体として政府以外の主体が関わるとこ

ろにあると筆者は考えている。そして、他の主体が

関わるために、１）主体間のコミュニケーションの

技術、２）他の主体を認識し、社会的な主体として

位置付ける技術、３）多くの主体の活動をマネージ

メントする技術が生まれた。「まちづくりワークショ

饗庭 伸 （あいば しん） 
東京都立大学工学研究科建築学専攻 助手 
192-0397 東京都八王子市南大沢１－１ 
aib@comp.metro-u.ac.jp
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ップ」「まちづくり協議会」「まちづくり条例」など、

多くの技術が開発されてきているが、それぞれの技

術を個別技術要素にばらしていくと、基本的にはこ

の３点の技術の組み合わせとして理解することが出

来る。以下本稿では、これら三つの技術のカテゴリ

ーをそれぞれ、「コミュニケーションの技術」「主体・

組織のデザイン技術」「計画システム・プロセスのデ

ザイン技術」として整理しておく。 

 

どういうイシューで発達してきたか 

 これらの技術はどのような取り組みの中で発達し

てきたのだろうか。参加型まちづくりの黎明期では、

緑地の問題、日照権の問題、部落改善の問題など、

いくつかの個別的な課題（イシュー）に対する同時

多発的な取り組みがはじまり、やがてそれらが相互

に収斂して現在の参加型まちづくりの大きな流れと

なる。これらのイシューのうち、特に、多様な技術

が展開されたイシューは何なのだろうか。 

 先ほど、旧来型の都市計画と参加型まちづくりの

根本的な違いは、「都市計画の作成主体や実現主体と

して政府以外の主体が関わるところである」と述べ

た。つまり参加型まちづくりの技術は他の主体との

関わりの中で生まれてくる技術であり、そこに関わ

りを持つ「他の主体」が複雑であればあるほど、あ

るいは、やむを得ず複雑な主体との対応を迫られた

イシューにおいて、高度な技術が発達したと言える。

言い換えれば、誰に対しても一様な問題を提起する

ようなイシューにおいては技術が発達しておらず、

例えば、マンション反対問題などにおいては、ほと

んど参加型まちづくりの技術は発達していない。で

は、このようなイシューは何か。それは、住環境整

備と歴史的街並み保全である。 

 

住環境整備と街並み保全 

 住環境整備は、住宅地区改良や区画整理をする（＝

多額な公共投資をする）ほどには至らない市街地を、

時間をかけて修復的に整備していくまちづくりであ

る。多くの場合、劣悪な住環境の不良住宅地（スラ

ム）とは言えない程度の、木造住宅密集市街地（東

京であれば環状７号線近辺に形成されたエリア）に

おいて展開された。比較的短期間で抜本的な空間の

改善をはかる区画整理とは異なり、エリアに整備の

目標とルールを定め、30年程度の時間をかけて、個

別の建物の更新にあわせて空間の改善を行っていく

ものである。これに対し、歴史的市街地保存・再生

の取り組みは、主として住民側より発意されたまち

づくりであり、住環境整備のように目標やルールを

当初より定めて行われるものではなく、むしろ運動

的に取り組みが始まる。住環境整備が、主として行

政側より発意されたまちづくりであり、建物の密集

の程度、道路率、エリアの防災性など、市街地の物

的な環境の客観的な把握と分析をその出発点にして

いるのに対し、街並みや建物に対する（主観的な）

思い入れをその出発点にしている。京都や奈良、あ

るいは寺社仏閣のように誰が見ても明らかに歴史的

価値がある建物、都市空間とは異なり、人が生活を

行っている街並み自体を保存していこう、というま

ちづくりである。 

 二つのイシューに共通するのは、１）面的に広が

りのあるエリアを対象とすること、２）そのエリア

が既成市街地でありそこに既に多くの居住者がいる

こと、３）スクラップ・アンド・ビルドではなく長

期にわたって市街地を改善していく持続的な取り組

みであること、４）これらのこと故に地域において

持続的に活動する主体の成立が必要不可欠であった

こと、５）そして、イシューに対する解釈の幅が大

きい（誰に対しても一様に賛同されるまちづくりで

はない）ために地域の意識づくりが重視されたこと

が挙げられよう。このため、３）については、修復

型整備、漸進性、複線的な計画プロセス、景観協定、

といった技術が、４）については、まちづくり協議

会といった技術が、５）については、地区カルテ、

ガリバーマップ、デザインゲーム、タウントレイル

といった技術が生み出された。 

 

今後の技術の展望 

 戦後の日本の都市計画は、経済成長を前提に、拡

大・高層化を志向し、現在の市街地を作りだした。

都市計画の技術は基本的に経済成長を前提に開発さ

れたものであるし、ある部分が経済成長をアンチテ
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ーゼとして発達してきた参加型まちづくりの技術も、

「アンチ」ではあったが、その前提から自由だった

わけではない。「持続可能」をキーワードに、都市計

画の技術、参加型まちづくりの技術を組み立て直す

必要があることは言うまでもない。上記の参加型ま

ちづくりの技術のメインストリームである「住環境

整備」「歴史的市街地保存・再生」と、現在の市街地

の状況を対照させながら、今後の技術の展望を考え

てみたい。 

 住環境整備の流れの中で生み出されてきた技術は、

「更新する」ための技術である。スクラップ・アン

ド・ビルド型である区画整理などと対比して確立さ

れた技術であるが、それでも「民間の建替え行為（当

時は年間 3％程度が建替えられていた）に個別的に

対応していけば、30年後にはすっかり良好な住環境

を持つ市街地ができあがる」ということを基本的な

考え方に据えるものであった。一方の歴史的市街地

保存・再生の流れの中で生み出されてきた技術は、

「保存する」ための技術である。ある時代、ある建

築様式、ある町並みの様式を切り取り、その様式に

合わせて建築や町並みを保存する、あるいは再生す

ることが基本的な考え方である。基本的には「保存

する」ことがその根底にあり、100 年間経って変わ

らない町並みの形成が目指される。 

 これらの技術を、市街地の状況と対照してみる（図

１）。住環境整備が対象にしている市街地は、30 年程

度で更新されていく、木造の市街地である。一方の歴

史的市街地保存・再生が対象にしている市街地は、ごく

限定的な歴史的市街地である。図に示す割合は必ずし

も正確ではないが、今後増えてくるのは、木造でもなく、

かつ歴史的市街地でもない、極端に悪い環境を持つで

もない市街地、すなわち 30 年〜100 年位のスパンで更

新される市街地である。このような市街地は、徐々にそ

の面積が拡大していきているが、「更新」と「保存」の中

間に立つ技術、すなわち 30〜100 年ほどの間、中長期

にわたり、その一部を更新しながら、常に時代にあわせ

て変化を続ける市街地を支える技術は、これまで意識

的には形成されてこなかった。やや単純化した結論に

なるが、住環境整備の技術と歴史的市街地保存・再生

技術の二つの流れの中で生み出されてきた技術を融合

させながら、新しい技術を体系化することが望まれる。 

 

３．参加型まちづくりの技術の最先端 

 さて、上記のようにざっくりと時代認識を描いて

みたが、現在の最先端に目を向けると、筆者の思い

通りに個別の技術開発が進んでいるわけでもない。

技術の発展史など、近い将来に描くほかないわけで

あり、最先端では実に様々な開発が進んでいる。以

下は、前段に示した「コミュニケーション」「主体・

組織」「計画システム・プロセス」の３つのカテゴリ

ーに分けて技術の最先端の状況をレビューするが、

共通しているのはそのカテゴリーだけであって、前

段の議論と後段の議論は切り離して読んで頂きたい。

コミュニケーションの技術 

 コミュニケーションの技術とは、まちづくりに関

わる様々な主体が、お互いにまちづくりに関する情

報をまとめ、伝え、共有化する方法である。より具

体的には、１）情報を伝えるメディア自身に関する

技術、２）メディアを用いて情報を伝える技術、３）

情報の表現の技術の３点に分けられる。同じような

用語で分かりにくいが、例示すると、１）はまちづ

くりニュースやまちづくり絵本など工夫をこらした

まちづくりのメディアを、２）はワークショップな

ど体験を通じて情報を伝える手法を、３）はパター

ンランゲージなど空間やイメージを表現する手法を

指す。我が国で初めて意識的にこういった技術が開

発されたのは、60 年代終わりから 70 年にかけて開

発された「地区カルテ」であり、以後、上記の３つ

の技術が発達している。 

 

30年くらいで更新す

る都市建築ストック

30年～100年位で

更新する都市建築

ストック

100年以上保存する

都市建築ストック

木造密集市街地など

歴史的建造物・まちなみ

これまで これから

歴史的な
価値の
付与

30年くらいで更新す

る都市建築ストック

30年～100年位で

更新する都市建築

ストック

100年以上保存する

都市建築ストック

木造密集市街地など

歴史的建造物・まちなみ

これまで これから

歴史的な
価値の
付与

図１ 参加型まちづくりの技術の対象 
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 近年の状況をまとめておこう。90年代後半以降に

目に見えて大きく発達したのが情報通信技術である。

まちづくりの分野に限ったことではないが、インタ

ーネット上の電子メール、掲示板、WEBLOG、WEBPAGE

などは、まちづくりにおけるコミュニケーションを

飛躍的に円滑化した。 

 まちづくりに近いところで開発されている技術を

見ると、GIS や CAD は実際のまちづくりの現場で、

表現の手段としてのみならず、住民とともに情報を

共有し、代替案のシミュレーションのツールとして

活用されている。１）まちづくりの計画案のシミュ

レーション、２）3D-GISを用いた都市景観シミュレ

ーション、３）WEB-GIS 等を用いたインターネット

上のインタラクティブな地理情報の共有システムな

ど、実験的な取り組みが進められている。ここでは

１）の事例として「防災まちづくり支援システム（加

藤他 2002）」を、２）の事例として筆者が神田で開

発しているシステム（写真１）を、３）の事例とし

て「カキコまっぷ（真鍋他 2003）」を挙げておく。 

 また、リアリティのある写真を貼り付けた模型を

作成し、CCD カメラ等を用いて、景観等のシミュレ

ーションを行う技術も、多くのところで取り組まれ、

やや一般化した技術になりつつある（写真２）。模型

を用いるため、GIS や CAD に比べるとシミュレーシ

ョンの結果に人の手の跡が残る。いくつかの市民参

加の現場で試してみた筆者の経験から述べれば、一

般の人にとっての使い勝手や「わかりやすさ」、そし

て「盛り上がり」から見ると、現段階では「模型」

が有用であるように思う。 

 これらは計画のプロセスにおけるコミュニケーシ

ョンを支援する技術であるが、このようにして形成

された合意を反映した「決まり事」を、実効性のあ

るルールとして運営する技術にも変化が見られる。

これまで合意形成の結果は、文字やイラストで表現

されて、「地区計画」「まちなみ協定」「景観ガイドラ

イン」として紙に定着されていたわけであるが、CAD

や GISの発達により、例えば、模型で話し合い、合

意した空間像を、そのまま 3D-GIS の中に埋め込み

「定着」することが技術的には可能になっている。

「紙」というオーソドックスなメディアにとらわれ

ないことにより（紙と同レベルの信頼性を電子メデ

ィアが得ることが出来れば）、情報を伝える技術や情

報の表現の技術に飛躍的な転換がもたらされるとも

考えられる。繰り返しになるが、現在は圧倒的なス

ピードで情報通信技術が発達しており、コミュニケ

ーションの技術はこれらの寄与をうけて飛躍的に発

達したし、今後も展開していくものと考えられる。 

 

主体・組織のデザイン技術 

 「主体・組織のデザイン技術」とは、まちづくり

を支え、持続していく主体や組織のデザインに関す

る技術である。具体的にはまちづくりの中心となる

組織の構成、目標、事業の組み立て、行政組織との

関係等がデザインの対象となる。その方法は、60年

代に辻堂南部地区や神戸市丸山地区等のまちづくり

運動と、都市計画が相対することにより生まれた。

当初はこれらの組織を模した、「イシューの総合性」
写真１ 神田地区の 3D-GIS（協力：キャドセンター）

写真２ 模型を用いたワークショップの風景 
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（地区の総合的な課題を扱う）と「地域における代

表性」（地区の代表者がメンバーとなる）を重視した

まちづくり組織が「まちづくり協議会」や「住区協

議会」といった名称でデザインされたが、80年代の

後半になって、これらの形式化や機動力の無さが反

省され、目的指向で機動力のある小さな組織ー「市

民まちづくり活動」や「まちづくり会社」を中心に

すえた技術が展開された。このような組織を重視す

る流れは、98年に NPO法が制定されたことにより大

きくなった。NPO 法の意義は、小規模な組織を、簡

易な手続きで社会的な主体として位置づけられるよ

うにするものであり、「組織のデザイン」の特に法的

な障壁を低くし、まちづくり組織のツール性を高め

たことにある。まちづくりの目的に応じたより複雑、

かつ自由度の高い、オーダーメードの組織デザイン

が可能になり、組織内部のデザイン、組織間関係の

デザイン、組織と行政の関係のデザインがより複雑

化した。 

 近年の状況をまとめると、NPOは 98年以降、めざ

ましい勢いで増えている（図２）。 

98年の NPO法制定前より活動を行っていた市民団体

は多くがこの法人格を取得したが、一方で法制定が

呼び水となって、大量の新しい組織が結成され、法

人格を取得した。法制定から 6年が経過した現在、

多くの組織が、プロジェクトの１サイクルを終え、

曲がり角にさしかかった、という状況である。その

成果を見ると、予想よりも大きな成果が上がったと

ころもあるが、ややはっきりと「失敗」してしまっ

たところもある。かつて「政府の失敗」への批判が

NPOへの期待を呼び起こしたが、ここに来て、「政府」

「NPO」の「失敗」が出そろったことになる。それぞ

れの失敗を貴重な経験としながら、新たな模索がさ

れている。 

 NPO の失敗は、組織の内部環境に起因する問題も

多い。こうした中、これまではビジネス組織のため

にあった「組織マネージメントの技術」が、「非営利

組織のマネージメント」あるいは「NPO のガバナン

ス」の技術に環流しつつあることが注目される。NPO

の目的を見直すワークショップ、NPO の経営を評価

する指標などである。現在は米国等で開発された手

法が輸入されている状況であるが、各地で設立され

ている市民活動センターなどにおいて、組織のマネ

ージメントについて高い専門性をもつプログラムが

開発されている。 

 また、資金面から NPO等の活動を支援する仕組み

も地域に密着して多く生まれている。「コミュニティ

ファンド」「まちづくりファンド」など呼称は様々で

あるが、まとまった資金を公開審査などを経て NPO

等に助成する仕組みである。自治体が設立するもの、

広く社会から資金を集めて市民が設立するものがあ

り、数は少ないが後者も生まれて来つつある。ここ

では前者の事例として「千代田まちづくりサポート」

を、後者の事例として「神奈川子ども未来ファンド

（http://www.kodomofund.com/index.html）」を挙げ

ておこう。 

 最後に、当初に取り組まれた「まちづくり協議会」

の状況を見ておく。まちづくり協議会は、70年代か

ら各地で取り組みが行われ、既述の通りの問題点も

あるが、多くの自治体で定着した技術として取り組

みが進められている。筆者が 2003年に行った調査に

よると、東京都内の全 49 自治体のうち、36 自治体

図３ 神奈川子ども未来ファンドの仕組み 

図２ 東京都における NPO 認証数の推移 
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において総計 226組織のまちづくり協議会がある。

半数以上（125組織）が設立から 10年に未たない組

織であるが、20年以上の活動歴の組織も４組織あり、

70 年代以降長期にわたって広く長く積み重ねられ

てきた手法である。特に阪神淡路大震災の復興まち

づくりにおいてまちづくり協議会は中心的な手法と

して位置づけられ、実に 100組織以上の組織が設立

された。その経験を踏まえて東京都では大震災が発

生した際の復興の手順を記した「東京都震災復興マ

ニュアル」を策定しているが、そこでも「地域復興

協議会」が中心的な手法として位置づけられている

（図４）。 

 現在東京都内で活動を行っているまちづくり協議

会の実態を見てみると、必ずしも自発的な組織だけ

ではなく、「組織」ではなく「会合」と称するべきも

のもある。また、古い地域社会の構造をそのまま引

きずっているところも多く、組織として見たときの

透明性、公開性に欠けるところもある。いずれにせ

よ、重要な技術であり、今後の組織ガバナンスの技

術が洗練されていくことが望まれる。 

 

プロセス、計画システムのデザイン技術 

 多くの主体が参加して、計画をつくり具体のまち

づくりに取り組んでいくプロセスと、それらをまと

める計画システムは密接な関係にあり、本稿ではそ

れらを、まちづくりの全体をオペレートする方法と

して一連のものとして扱う。「プロセス」と「システ

ム」のどこまでをデザインの対象とするかは様々で

あり、それは、都市計画やまちづくりの対象となる

市民、コミュニティ、市場をどのように認識し、ガ

バナンスの体系の中に位置付けるかという、いわば

「政策の立場」によって異なる。このような「政策

の立場」には、以下の４つがあると筆者は考えてい

る。 

１）多元主義重視の立場：多元社会を前提に、公共

政策の意思決定の過程に対して、個別のセクターが

等しく意見を表明することができる政策立案、評価

のプロセスを充実させる立場。 

２）代議制重視の立場：地域社会は代議制システム

により代表されるという原則的な考え方に基づき、

コミュニティの意志をくみ取る代議制システム（議

会）を充実させる立場。 

３）自由競争重視の立場：自治体の役割を縮小し、

ＮＰＯや市場セクターが競争しながら公共サービス

に取り組める環境づくりに専念する立場。 

４）協働重視の立場：地域社会の中に戦略的にパー

トナーを見つけ、パートナーを中心とした「まちづ

くりシステム」を構築し、計画の作成から事業の実

現までをパートナーと協働で取り組む立場。 

 参加型まちづくりの流れの中で開発されてきた

「プロセス・計画システム」の技術を、この４つの

立場毎に見てみる。 

 

避難生活期 復興始動期 本格復興期

地域の復興

組織が立ち

上がる

地域の復興

組織ができ

ない

ステップ１ ステップ２ ステップ３

地域復興協議

会の結成

協働復興区の

認定

時限的市街地

の形成

地域づくり協

議の本格化・

合意形成

本格復興

の展開

行政主導による復興

被災者個人による復興

「地域力」を活かした地域協働復興

地

震

発

生

避難生活期 復興始動期 本格復興期

地域の復興

組織が立ち

上がる

地域の復興

組織ができ

ない

ステップ１ ステップ２ ステップ３

地域復興協議

会の結成

協働復興区の

認定

時限的市街地

の形成

地域づくり協

議の本格化・

合意形成

本格復興

の展開

行政主導による復興

被災者個人による復興

「地域力」を活かした地域協働復興

地

震

発

生

 

図４ 東京都震災復興マニュアルにおける協議会の位置づけ 
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 多元主義重視の立場にたつ方法としては、地区計

画や都市計画マスタープランの作成手続きや環境ア

セスメントの充実化、道路建設などにおけるＰＩ（パ

ブリックインボルブメント）の導入など、発意、議

論、計画作成、決定、事業実施といった都市計画や

まちづくりの様々な段階において、行政と市民が対

称性を持ってそこに関与できるプロセスの充実化が

取り組まれてきた。そこに実質的な対称性を確保す

るための、市民への十分な情報提供（アウトリーチ）

や、専門家の支援（アドヴォケート）も、この立場

にたつ方法として挙げられるだろう。 

 代議制重視の立場にたつ方法としては、自治体内

を幾つかの地区に分け、地区住民を代表する組織を

おき、そこと緊密な関係を作ることにより、地域に

密着した行政の実現を目指す、という住区協議会等

の方法が 1970年代初頭より取り組まれてきた。東京

都内では区市レベルで取り組まれてきた方法であり、

三鷹市、武蔵野市、中野区等において現在も取り組

みが継続している。また、これらを「近隣政府」と

して積極的に位置づける近年の議論も、代議制重視

の立場に強く立つものである。 

 「協働重視の立場」は、前２者の態度においてデ

ザインされる方法が「計画プロセス」や「代議制度」

といった静的なもののデザインであるのに対し、常

に成長・衰退する「市民組織」など動的なものを含

めてデザインするのが協働重視の立場である。パー

トナーとなる組織の位置づけかた、その組織と行政

組織の合意形成のルール、その組織への支援、とい

った一連の方法が設計される。70年代前半より「ま

ちづくり協議会」等をパートナーとした計画システ

ム・プロセスの設計が取り組まれ、以後地権者や NPO

までがその対象となってきた。様々なパートナーを

対象とした、より複合的、複線的な計画プロセスと、

それを受け止める計画システムが作られるようにな

った。 

 協働重視の立場は、計画プロセス・システムを動

的なものとして捉えるが、「政府」の役割、すなわち

計画の役割がより縮小するのが、「自由競争重視」の

立場である。政府の役割はもはや「関所守」程度で

しかなく、効果的に資源を投入し、おおまかな政策

目標を決め、事業の実現はＮＰＯなどの自由競争、

あるいはＮＰＯ同士や民間企業とのパートナーシッ

プに委ねるという立場である。この立場にたつ方法

は、70年代後半からのトヨタ財団をはじめとする民

間財団の市民組織の支援プログラムが挙げられる。

また、90 年代に入り、「まちづくり情報センターか

ながわ（アリスセンター）（神奈川）」、「せんだい・

みやぎＮＰＯセンター（宮城）」など多く設立されて

いる中間支援組織と呼ばれる「ＮＰＯを支援するＮ

ＰＯ」もこのような立場にたつ方法として挙げられ

る。 

 近年の状況をまとめておこう。90年代後半以降の

一連の地方分権の流れ、そして現在各地で進む市町

村合併など、我が国の「自治」を取り巻く状況は激

変のさなかにあり、各自治体でどのようなまちづく

りのシステムをつくるのか、まさに試行錯誤が始ま

っている。そうした中、これまで述べてきた「立場」

の「衝突」とでも呼べる事態が生まれてきている。

「包括的ガバナンス改革」という言葉に表されてい

るように、補助金改革、地域組織の再活性化、行政

評価の仕組みの導入、議会の改革、「まちづくり条例」

や「自治基本条例」などの各種の条例の策定など、

一つの自治体のなかのあらゆる部分で、「同時多発

的」に改革が進められている。自治体の規模や首長
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図５ プロセス・計画システムデザインの４つの立場
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のリーダーシップによるが、あまりきちんとしたグ

ランドデザインを描いての改革であることは少なく、

例えばまちづくりにおいて、代議制システム（＝議

会）を重視するのか、パートナーとなる組織（＝ま

ちづくり協議会）を重視するのか、立場の衝突とで

もいえる事態が起こりつつある。一つの自治体、一

つの政府の中で、異なる立場に立つ「ガバナンスの

仕組み」が作られ、それらが相互にどのような関係

を持つべきか、「メタ・ガバナンス」あるいは「ジョ

イント・ガバナンス」といったイメージのもとで、

その構築のための具体的な方法論が議論されている。 

 

おわりに 

 本稿では前半部に参加型まちづくりの流れをまと

め、後半部で具体の技術の最先端の状況をまとめた。

後半部において、なるべく多くの取り組みや議論を

レビューしようと考えたが、紙幅の都合と、何より

も筆者の力量不足があり、結果として筆者が取り組

んでいるものが中心となってしまった。 

 ともあれ、技術を何らかの視点で体系化し、それ

ぞれの体系の最先端の状況をみるということは、異

なる分野と分野が本格的にコラボレートしていく際

には必要不可欠なことと思われる。本稿が今後の学

際的な議論の一助になることを願いつつ、筆を置き

たい。 
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進化する民主主義：紛糾した施設立地がいかに社会を前進させたか 

 

ハーバード大学政治学部博士課程、ウェザーヘッド国際関係センター研究員 

ダニエル・Ｐ・アルドゥリッチ（Daniel P. Aldrich） 

 あらゆる民主主義国家は、開発が進んでいるか未

だ開発途上であるかにかかわらず、エネルギー、交

通、廃棄物処理プロジェクトの必要性と、開かれた

参加型の意思決定プロセスとの間でバランスを取る

ことに苦心している。国家の経済が発展し、人口が

急増かつ都市部に集中するにつれ、エネルギー、国

防、廃棄物処理、交通機関、収監施設の需要が急増

する。発電所、最終処分場、道路、鉄道、中間処理

場、軍事基地、刑務所、空港、ホームレス収容施設

の立地と建設は、不可能とまでは言わないまでも、

国家にとって極めて困難なタスクとなる。長期間に

わたる国際的な世論研究によれば、これらの問題に

対する市民の関心は高まりを見せており、またこれ

らがもたらす不安感は以前に増して深刻なものとな

っている。国際的に報道されたいくつかの重大事件、

たとえばスリーマイル島、チェルノブイリ、そして

東海村の事故などは、資産、環境、そして健康に悪

影響をもたらしうる施設に対する世論を大きく変化

させた。さらに、グリーンピース、シエラクラブ、

ラルフ・ネーダー氏率いる組織といった環境団体は、

これらの事業を攻撃する上でメディアを極めて有効

に用いている。このような変革は、権利を基本とし

たポスト物質主義的考え方の台頭と、収入増加と市

民活動活性化の間に見られる強い相関によって下支

えされている。 

 結果として、原子力発電所やゴミ処理施設といっ

た事業に対する抵抗は「伝染病」、「シンドローム」、

「退治しなければならない鬼」と見なされるまでに

増加している(Ehrman 1990, Inhaber 1998)。例えば、

米国、ドイツ、カナダ.では、新たな廃棄物処理施設

が必要であるにもかかわらず、１９８０年代中頃か

ら新しい危険性廃棄物処理施設は全く開設されてい

ない(Rabe 1994, Seeliger 1996)。日本では、１９６０

年代以降、化石燃料による発電所の立地に必要とさ

れる時間は２倍以上に増加し(Munton 1996)、また同

時に、原子力発電所の立地にかかる時間は３倍にま

で増加している。ブッシュ大統領は米国内の原子力

発電所の数を増やすことに関心を示しているものの

(Boston Globe 8/2/01, New York Times 8/2/01, National 

Post 5/24/01)、実際には１９７８年以降新たな原子力

発電所は全く発注されていない。  

 私は博士論文において、政府が推進しつつも紛糾

している事業について市民からの抵抗に対処するた

めに日本、フランス、そして米国が用いた戦略と政

策手法を検討している。検討対象としている事業は、

大多数の国民に対して便益をもたらすものの、一部

の地域により大きな負の影響を与えるという国家政

策に基づくものである。これらの事業は地域的な「負

の公共財(public bads)」とも呼ばれるもので、端的に

言えば、分散した費用負担、比較的分散した便益、

不可分性、非排除性といった特性をもつ国防のよう

な公共（集合）財の正反対にあたる。政治経済学の

文脈で言えば、これらの検討対象となる施設は幅広

い拡散した便益を有するが同時にまた集中的な費用

負担が存在するといえる。迷惑施設立地事例は、国

家と市民の間の相互作用を検討する上で有益な視点

を与えてくれる。なぜなら、地理的および時間的に

境界を定めることができ、マスコミや二次文献によ

り大きく取り扱われ、そして政治的には市民参加が

落ち込んでいる時代であっても参加を表面化させる

からである。自分の研究は、政府により提案もしく

は推進されるこれらの施設に対するコミュニティレ

ベルでの抵抗（もしくはその欠如）に焦点を当てて

いる。なお、民間が提案した計画、例えば遊園地や

ゴルフ場などに対する抵抗についてはこれまで研究

ダニエル・Ｐ・アルドゥリッチ（Daniel P. Aldrich）
Ph.D. candidate, Harvard University, Department 
of Government and Associate, Weatherhead 
Center for International Affairs 
 
1033 Mass. Ave. #226, Cambridge, MA 02138 
aldrich@fas.harvard.edu 
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が進められてきている（参考 Sugitani 1998, 1999）。   

 政府が実施主体もしくはパートナーとして関係す

る、負の影響がもたらされうる施設の立地事例に私

は焦点を当てている。これらの条件を満たす「公共

事業(public works)」的事業は、空港、原子力発電所、

ダム、刑務所、粒子加速器、医学研究所など多数存

在する。これらの事例では往々にして、政府自身が

推進主体であったり、「管理や制限だけでなく、自由

を与えている(Brion 1991: xii)」と言われるような規

制を通じて強く関与したりしている。例えば、世界

中の政府は原子力事業にさまざまな段階でこれまで

関与してきたし、また関与し続けている。原子炉に

関する研究、計画、立地、そして建設には巨大な資

本形成が必要であるし、また直接投資、優遇税制、

R&Dの支援、環境および補償関連法についての規制

変更、そして全国民からの原資償還といった形で国

家の介入が必要とされる。例えば、米国では原子力

事故に伴う補償請求に制限を加えるプライス・アン

ダーソン法が通過しているし(Eckstein 1997)、また日

本政府は原子力施設を立地する地元に対して補償す

るシステムを制度化している  (Samuels 1987, 

Lesbirel 1998)。フランス政府は原子力発電所に関連

する行政権限及び強制権を最大限行使することによ

り、結果として収用や官憲の強制力により反原発組

織や政党を弱体化させている (Nelkin and Pollak 

1981)。 

 これらの国家的施設を民間主体だけで整備するこ

とはできないが、これらの施設は政府が管理するに

は最悪の分野でもある。迷惑施設の特性として、こ

の施設が持ち併せる外部性から地元住民が逃れられ

ないという、地理的にしばられた現実が存在する。

小さなグループに費用負担が大きく集中するという

条件下では、Olson (1965, 1982)などの政治科学者に

より特定された典型的な集合行為問題(collective 

action problems)は容易に解消される。多くの事例で、

デモ、請願、署名運動といった政治的圧力や、住民

投票、反原発候補者への投票、議会の決議（ballot 

questions）などの典型的制度に則った手段を通じた

住民の抵抗により、事業が延期されたり中止された

りしている。 

 これらの問題の複雑さを考慮し、私は博士論文に

おいて複数の研究方法、つまり量的および質的研究

手法を用いている。まず日本の約５００の自治体（う

ち約半数が原子力発電所、空港、ダム等の立地候補

となったもの）のデータセットを用意した。実際に

日本で紛糾した施設の分布は１：１ではないし、ま

たデータセットの中でもそのようにはならないので、

社会全体で紛糾する事態が起きる確率の分布を表現

する重み付けの手法を用いた。さまざまな政治、経

済、そして人口動態からみた説明変数を用いること

で、どのような要因が、紛糾しがちな施設を自治体

が受け入れる可能性を高めるかについて分析を加え

た。また、ロジットモデル、プロビッドモデルによ

り、事業を完成させ稼動させるためにどの要因が強

く作用するか分析した。私の分析はまだすべて終わ

ったわけではないが、立地の結果を予測する上で重

要だと研究者が往々にして指摘する変数――たとえ

ば地域性、人口密度、地元首長の所属政党――の重

要性は私の分析では計測されなかった。しかし、地

震のおきにくさや水源への近接性など技術的条件の

みに基づいて立地選択をしていると立地関連の行政

機関等は主張しているにもかかわらず、実際には政

治的条件が影響していることも分析により明らかに

なっている。 

 次に、量的分析により、農家や漁業従事者といっ

た地元で拒否権を持つ人々が立地の結果に影響を与

えることが明らかになったことから、日本及びフラ

ンスにおける施設立地の歴史的制度的事例分析を行

ない、官僚組織がいかに地元の重要な集団と折衝

(interact)したかについて検討した。戦後、地元およ

び全国レベルでの施設反対派と中央政府の間で行な

われた折衝を分析することで、高い能力を備え、ま

た明瞭な組織目標を抱いた政府機関は、長期にわた

る反発に直面しながらも、柔軟で地元の状況にあわ

せた対応をとってきたことが明らかになった。つま

り、これらの状況に置かれた官僚は、過去の先例に

従った対応に執着したり市民社会からの圧力を無視

したりするのではなく、反対する圧力集団や市民を

巻き込む戦略をとった。特に最も興味深い発見は、

選好を変えさせようとする戦略で、国家が自らの掲
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げる目標に世論を同調させようとすることである。

例えば、原子力の分野では、日本政府は立地計画へ

の協力を促すためにインセンティブを与えようとし

ただけでなく、より目に見えない形でさまざまな「ソ

フト・パワー」手法を用いている。これら国による

戦略には、原子力を推進するような学校教育カリキ

ュラム、研修、「協力的」な地元政治家の功労を称え

る儀式、中央政府の職員による講演会、そして立地

プロセスで最も強く反対しそうな漁師、農家、そし

て女性を対象としたＰＲキャンペーンなどが含まれ

る。一方、フランスでは、中央政府は土地収用、警

察による強制、そして監視といった方法をとり続け

ており、地元コミュニティーに、金銭的であれ心理

的であれ、インセンティブを与えるような努力をし

ていない。 

 原子力発電所やその他「負の公共財」の立地ほど

紛糾する公的意思決定はないだろう。民主的政府が

市民の反対を乗り越える過程は、先進国において民

主主義が次第に発展するという過程の中で、プレッ

シャーにさらされた国家が見せる柔軟性を体現して

いる。これまで多くの人々が官僚制を「親指ばかり

で、他の指はない（訳注：力はあっても柔軟性がな

いことを意味する）」(Lindblom 1977)、また大規模計

画を地元の状況に合わせない厳密な意味での「リヴ

ァイアサン」だとみなしてきた。私の研究では、明

瞭な目標を与えられつつも厳しい反発に継続的に直

面させられてきた官僚制は、地元の状況に合わせた

柔軟な対応をとる可能性が高いことが明らかになっ

ている。これらの条件下では、政府機関が用いる手

法は、一般的な「中核となる」手法、例えば警察活

動や強制といった短期的で結果が予測しやすい手法

(Bayley 1985)から、これらの施設に関する市民の選

好を変化させようとする「目に見えない」政策手法 

(Howard 1997, Hacker 2000) へと変化していくので

ある。 

 これまでの研究は、国家と対立する社会運動の柔

軟性に焦点をあてており (Lichbach 1995, Sumner 

1997)、また、国家の政策及び制度の変革が（もし起

きるのであれば）非漸進的に発生することを強調し

(Kitschelt 1986)、また変革は大きな外的ショックの

結果としてしか起きないと説明してきた (Krasner 

1984, Kasza 2002)。この研究では、国家は社会運動

との対立を通じて進化するし、また本質的な政策転

換に大きな危機やショックを必要としないことが明

らかになった。さらに、民主主義の理論化がこれま

で想定してきたような形で国家が世論に左右される

のではなく、むしろ国家が世論形成で大きな役割を

果たしていることも明らかにしている (Nordlinger 

1981, McAvoy 1999, Jacobs & Shapiro 2000)。最後に、

民主主義は単なる個別の政策課題に関する意思決定

プロセスだけではない、という理念を私の論文は強

調している。むしろ、経済的に発展した社会では、

国家と市民社会を形成する共同進化のプロセスを民

主主義が担っている。国家を主に資源や権力に影響

される型にはまった融通のきかないアクターとして

みるのではなく、国と社会の間の相互作用、特に長

期にわたる対立によって新たな構造やシステムがい

かにうまれるかについて私は着目している。私の研

究が、単に紛糾する施設立地に関する知識だけでは

なく、議論を好む市民社会との競争的相互作用を通

じて民主主義が発展する過程に貢献することを願っ

ている。 
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日本における社会的合意形成の試みと課題 

 

東京大学大学院法学政治学研究科 助教授 

城山 英明 

 

１．はじめに 

 近年、日本においても、様々な分野において社会

的合意形成への関心が高まり、様々な試みが行われ

ている。そのような様々な関心・試みには、共通す

る要素とともに、各々の文脈に応じた独自の問題意

識も見られる。そこで、本稿では、そのような様々

な試みを概観した上で、日本における社会的合意形

成の試みが直面する今後の課題についてまとめてお

きたい。 

 

２．日本における社会的合意形成の様々な試み 

 近年の社会的合意形成への具体的関心と試みとし

ては、以下のような例をあげることができる。 

２．１ 河川管理 

 河川管理を担当する旧建設省の河川局では、1990

年代前半から、河川管理における住民等の参加に関

して実験を試みてきた１）。例えば、荒川の将来像計

画を策定する際に、当時は法律上の根拠はなかった

が、現場事務所では実験的に住民参加を取り入れた。

この試みの中では、利害関係者のカテゴリー化と

各々に即した取り扱いということが実験された。例

えば、河川敷利用については、自然保護に関心を持

つ関係者と少年野球といったスポーツのための利用

に関心を持つ関係者の間で利害対立があった。その

ような中で、少年野球関係者のほうがローカル・ポ

リティックスに直結していたため力が強かったが、

自然保護に関心を持つ地域を越えたＮＧＯへの配慮

ともバランスをとった。 

 旧建設省の河川局では、ボトムアップにいろいろ

な実験を「試行」として比較的自由に行い、事例を

積み重ね、ある程度フィジビリティーが確認された

時点で通達にして、全国的に展開するという手法を

とっていた。そして、さらに、時機を見て法制度化

することもあった。河川管理における住民参加につ

いては、1997年の河川法改正の際に、計画策定時の

住民の意見聴取のメカニズム（河川法第 16条の２：

河川整備計画を策定する際に、必要に応じて住民の

意見等を聞くことを義務付ける）として法律に取り

入れることとなった。現場での実践からはじまり、

最後は河川法まで変えたという事例である。このよ

うに参加型手法は制度化されたが、必ずしも実践に

おいて成功しているわけではない。吉野川河口堰の

問題はそのような例であろう。 

 

２．２ 都市計画 

 都市計画決定においては、法定の手続として、意

見書の収集（都市計画法第 17条第 2項）があり、ま

た、必要によっては公聴会等の開催（都市計画法第

16条第 1項）を行うこととなっている。しかし、こ

のような法的の手続は、あまり機能していなかった。

例えばある案件で何十万通もの意見書が来ても、そ

れは数の圧力でしかなく、実質的に議論をする契機

にはなっていなかった。 

 他方、1992年の都市計画法改正による、市町村等

基礎自治体は、いわゆる都市計画マスタープラン（都

市計画法第 18条の２：市町村の都市計画に関する基

本的方針）を定めることとされ、その際、公聴会の

開催等住民の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるものとされた（都市計画法第 18 条の２第 2

項）。そのような状況の下で、近年、このような都市

計画マスタープランの作成と連携して、あるいは、

独立に、現場では様々なまちづくりワークショップ

などの試みが行われている。ただし、これは都市計

画決定の公式手続とは独立に行われているようであ

る。とはいえ、自治体によっては、このような現場

からの試みがまちづくり条例等によって担保される

ようになってきているという展開も見られる。 

 

２．３ 公共事業における用地買収 

 日本の公共事業の実施においては、用地買収の大

部分が任意買収によるものであり、収用委員会等の

手続きを利用して強制的に買収されるものの比率は

城山 英明 （しろやま ひであき） 
東京大学大学院法学政治学研究科 助教授 
113-0033 東京都文京区本郷７－３－１ 
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きわめて小さかった。その意味では、地権者との関

係では、事業者はある種の合意形成を志向してきた

といえる。具体的には、足繁く説明を重ねるととも

に、制度の柔軟な運用を通して利害の調整を図るこ

とを通して、地権者からの合意調達を図ってきた（例

えば、極端な例としては、千葉県では、制度として

用地収用委員会があるが、成田空港問題のために実

際には最近まで空席であり、収用委員会なしですべ

て任意で公共事業を行うという実践を積み重ねてき

た。）。 

 しかし、このような合意形成手法に関しては、時

間管理が不十分であり、適切な時期に事業を完成さ

せることができないという問題が認識されてきた。

そのため、最近では、公共事業計画の初期の入口段

階で十分な社会的合意形成を図る代わりに、出口段

階では場合によっては収用制度も用いて迅速に進め

るようにしたいという動きがある。入口段階で十分

に関係者の意見を聞けば、出口段階では効率的な事

業実施ができるのではないか、またその正当性は十

分確保されるのではないかというわけである。ただ

し、最近では、公共事業費に削減圧力がかかってく

る中で、地元での社会的合意形成を公共事業要求の

バードルとして設定している面もある。 

 以上のような問題認識を背景に、2000年に土地収

用制度調査研究会が設置され、その報告を基礎に

2001年に土地収用法が改正された。具体的には、事

業認定申請前における起業者による事前説明会の義

務的開催、事業認定庁による公聴会の義務的開催（開

催の請求が場合その他必要があると認めるとき）、第

三者機関による意見聴取（国の場合は社会資本整備

審議会）、事業認定理由の公表等が定められた。いず

れにしろ、従来は地権者という限られた利害関係者

を対象としていればよかったのに対して、より幅広

い利害関係者間の社会的合意を対象としなくてはな

らなくなった。他方、このように改正された土地収

用法の積極活用を図る観点から、2003年には通達で

「事業認定等に関する適期申請等について」が出さ

れた。 

 また、1990年代後半には、日本道路公団のような

ところで、用地買収に関するマニュアル２）や研修の

整備が試みられた。その背景には、定員の制約が厳

しくなる中で直営の用地部門の規模が減り、自治体

への委託を活用せざる得なくなったが、その結果内

部で地権者の合意形成のノウハウが蓄積されなくな

っていたという事情もあった。 

 

２．４ 道路整備と交通政策 

 道路行政では、1990年代末からパブリック・イン

ボルブメント（ＰＩ）という概念を焦点として、社

会的合意形成に関する関心が高まった。前述のよう

に、道路建設の分野では用地買収という出口段階で

伝統的な合意調達が試みられてきたが、社会的合意

形成を入口段階＝計画段階に繰り上げて行おうとい

うわけである。このような試みの背景には、個々の

事業実施の円滑化を図るという観点とともに、公共

事業に対する社会的逆風が問題とされる中で、道路

プログラムという公共事業全体に対する支持の調達

を、ＰＩを通して図ったという側面がある。このよ

うなＰＩのあり方については、道路法制に取り入れ

るべきだとの議論もあったようであるが、現状では

ガイドラインとして設定されており、法制化はされ

ていない。具体的には、2001年に設置された道路計

画合意形成研究会の報告等を基礎に、2002年に「市

民参画型道路計画プロセスのガイドライン」が通達

として出された３）。これには、柔軟性があり担当者

の裁量でいろいろな試みが可能であるという長所が

指摘される一方、頻繁に入れ替わる担当者の考え方

で対応に応じて現場でのバラツキが出てくるという

問題も指摘されている。 

 また、社会的合意形成は道路という交通インフラ

の建設段階だけではなく、その後の利用をめぐる交

通政策の段階においても実践的課題として意識され

ている。最近では社会実験などとして、トランスポ

ート・ディマンド・マネジメント（ＴＤＭ）が試み

られている。例えば、車の乗り入れ制限をして路面

電車やバス等の公共交通しか走れないようにしたり、

荷降ろしの車の制限や違法駐車対策の強化をする場

合、マクロとしては当該地域の活性化にこれらの施

策が役立つとしても、現場の商店街の関係者等にと

っては違法駐車の客も客であるため、車の利用制限

については極めて反発が強く、地元の社会的合意形

成が必要となる。そして、このような地元での合意

形成は、関係者との合意形成を重視する交通規制を

担当する警察署との合意形成にも連関してくる。な

お、いわゆる社会実験に関しては、社会実験実施に

関する合意形成と最終的な社会的意思決定を切り離
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す（ただし、展開させる可能性は残す）という側面

もある。 

 

２．５ 科学技術利用 

 科学技術については一定の不確実性が不可避であ

るとともに、その利用に伴う便益やコストについて

も多様な次元が存在する。そのような中で、遺伝子

組み換え食品のような新たな科学技術利用に関して

も、社会的合意形成が求められている。このような

課題に対する試みの例として、日本におけるコンセ

ンサス会議の実験があげられる。コンセンサス会議

とは、一定の方法で選ばれた「素人」のグループを

設定し（その点では陪審制度に近い面もある）、その

グループの求めに応じて専門家が応答する機会を設

けた上で、当該グループに一定の結論となる文書を

作成させるという仕組みである。具体的には、遺伝

子組み換え食品を課題として、農林水産省の下の研

究機関において一定の自立性を持った運営委員会が

中心となって行われた。このように最終的に作成さ

れる文書は、あくまでも社会的意思決定を行う際の

材料の 1つであり、コンセンサス会議そのものが社

会的意思決定を行うものではないという点は重要で

ある４）。ただし、コンセンサス会議も、社会的合意

形成における様々な手法の１つとして位置づけるこ

とはできる。また、制度的にも、ＢＳＥに関する食

品危機の後に設立された食品安全委員会においては、

リスクコミュニケーションの担い手としてリスクコ

ミュニケーション官というものが設置されており、

食品安全に関する社会的合意形成におけるインター

フェイスとして機能することが期待されている。 

 

３．社会的合意形成の課題 

 以上のような様々な社会的合意形成の実験が日本

においても試みられている。このような試みの背景

には、社会的意思決定の質の改善の必要、及び正当

性の改善の必要の必要がある。これらの試みは、対

象とする政策領域、利害関係者の広がり、最終的な

社会的意思決定との距離、必要とされる情報・知識

等に関しては異なる。しかし、以下のようなある程

度共通の内容的課題を抱えているように思われる。 

３．１ 多様な利害関係者のニーズへの対応の必要 

 あらゆる社会的意思決定には、その課題の性格に

応じて、多様な利害関係者（stakeholder）が存在す

る。例えば、前述の河川管理の例であれば、様々な

河川敷利用者（自然保護に関心のある利用者、スポ

ーツのための利用に関心のある利用者）が利害関係

者であるし、道路建設であれば近隣地域住民ととも

に道路利用者が利害関係者であるし、観光地にＴＤ

Ｍ施策としてパーク・アンド・ライドを導入する場

合には、車の乗り入れ規制区域内に住む住民やそこ

で土産物店を営業する者等が利害関係者となる。ま

た、原子力発電の立地であれば立地地域の住民とと

もに需要地における電力利用者も利害関係者となる。

このように利害関係者の範囲は、課題の性格に応じ

て多様であり、思わぬ利害関係者がいる場合も多い。

そのため、多様な利害関係者のカテゴリーを明らか

にするとともに、そのニーズ＝利益を明示化すると

いう作業が必要になる。「コンフリクト・アセスメン

ト」というのはそのための手法の 1 つである５）。な

お、これらの現場の利害関係者は単に利益を主張す

るだけではなく、現場知識を提供６）することを通し

て、社会的意思決定の質の向上に寄与することもあ

る。 

 多様な利害関係者のニーズ＝利益を明らかにする

ことができたとして、次に課題になるのはこれらの

ニーズにどのように対応するかという判断である。

投票という制度においては、あらゆる関係者のニー

ズは平等に扱わなくてはならない（1人１票）。しか

し、社会的合意形成においては、そのようにあらゆ

るニーズを平等に扱わなくてはならないというルー

ルはないし、そのような平等取り扱いはむしろ望ま

しくない。例えば、道路建設における建設地域近隣

住民と圏外の道路利用者を同じウェートで考慮すべ

きだということにはならないし、原子力発電立地に

おいて立地地域住民と需要地の電力利用者を同じウ

ェートで考慮すべきだということにもならないと思

われる。しかし、各々の利害関係者のカテゴリーに

関して「然るべき対応」を行うことは必要になる。

その際、何が「然るべき」バランスかは微妙な判断

である。例えば、河川敷利用者の場合であれば、自

然保護に関心のある利用者、スポーツのための利用

に関心のある利用者の双方をどのようなバランスで

配慮するかに関わる。顕在化しているニーズだけを

多少とするのか、社会全体の潜在的ニーズと考えら

れるものも配慮するのかというのが課題となる。 

 また、利害関係者のカテゴリーに応じて、そのニ
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ーズ＝利益を把握するために必要な手段も異なる。

例えば、道路利用者といったカテゴリーの利害関係

者のニーズは、投票といった方法で明らかにするこ

とは難しい。ガソリンスタンドにおける待ち時間に

おけるアンケート調査といった方法が必要とされる。

他方、立地地域の近隣住民のニーズは、行政単位と

いう区域で区切られた範囲での投票といった手続き

によっても明らかにすることができる。 

 

３．２ 公正なプロセスの設計 

 社会的合意形成のプロセスは、公正に設計運用さ

れ、その結果に関する正当性を確保することが必要

である。そのためには、以下のような点が重要にな

る。 

 第 1に、利害関係者の参加の機会は、社会的合意

形成プロセスの様々な機会において設定することが

重要である。例えば前述の公共事業の場合、かつて

は実質的な参加機会は出口段階に限られていたが、

最近は計画段階＝入口段階での参加が促されるよう

になった。また、行政手続法では、個々の処分が出

された時、つまり出口段階で、結果に対する不服申

し立てや、手続きの確認が可能となっている。しか

し、行政ルールをどうつくるかという基準設定の段

階については、日本の行政手続法は当初対象として

いなかった。これに対してアメリカの行政手続きは

ルール決定段階も対象としている。ただし、現在は

日本でもルール作成段階でも参加が必要であるとい

うことで、閣議決定という形式ではあるが、1999年

からパブリックコメントを導入することになった。

自治体でも条例等多様な形態で、同様のパブリック

コメント制度が規定されている。 

 第 2に、利害関係者からのインプットに対しては、

「然るべき対応」が行われることが必要になる。前

述のように、様々な利害関係者のニーズは同じ重み

ではないのであり、同じように考慮されなくてはな

らないというわけではない。しかし、インプットに

対する何らかの一定の応答は必須であろう。 

 第 3に、社会的合意形成プロセス全体に関しては、

プロセスを開始する前の時点で基本的に明示化し、

プロセスの全体設計に関して合意を得ることが望ま

しい。プロセスの全体設計を当初から明らかにする

ことで、利害関係者に参加機会に関する一定の予期

を与えることが可能になる。ただし、環境条件の変

化等特段の事情のある場合には、状況の変化に対応

する全体プロセスの再設計を否定するものではない。 

 第 4に、政府の役割が中立者であるのか当事者で

あるのかを意識化する必要がある。多くの場合、日

本では審議会といった社会的合意形成の場の事務局

は基本的に政府が行う。そして、事務局が、単に書

記的役割を果たすだけではなく、誰が利害関係者で

あるかを確定し、誰を呼んできて委員会等をつくる

かといった人選を主導する。しかし、そのような中

立者的機能を政府が常に担うのが適切であるとは限

らない７）。アメリカ等ではそれをＮＧＯ等の第三者

機関が行う場合も多いようである。日本でも、例外

ではあるが、成田問題の際には、著名な研究者を長

とする隅谷調査団が会議を設定と運営を行い、反対

派とともに政府も当事者となって議論したことがあ

る。場合によっては、第三者機関に単なる意見表明

の機会を与えるだけではなく、第三者機関自体にプ

ロセスの設計を任せるというのも、有効な選択であ

る。 

 

３．３ 社会的合意形成の手法 

 社会的合意形成というのは、必ずしも最終的な結

果として利害関係者全員の合意＝全員一致を求める

ものではない。現実的には、合意形成というものは

特定の利害関係者の間での合意形成が含意されるの

であり、逆に言えばそのような合意形成からは常に

排除されている利害関係者も多い。このような合意

形成の逆説的意味合いは、カルテルもある種の合意

形成としての側面を持つことを考えれば容易に理解

できるであろう。 

 しかし、社会的合意形成というものには、やはり

可能な限り多くの利害関係者の合意を求めるという

志向性が必須である。言い方を変えれば、可能な限

り利害関係者間でのウィン・ウィンを求めるという

志向性である。社会的意思決定においては、最終的

にトレード・オフが問われることも多いが、それを

可能な限り限定する志向性であるとも言える。それ

では、どこまで合意形成を求めればいいのか。これ

に対する一義的回答は難しいが、関係者が結論に「同

意」はしなくても「納得」する段階に持っていくこ

とは必要であろう。ただし、合意形成の追求にどれ

だけの時間をかけられるのかという時間管理の課題

もある。 
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 そして、そのような社会的合意形成を促すために

は、一定の技術を醸成する必要がある。議論を促し、

整理するためのいわゆる各種のファシリテーション

という技術もその 1つである。また、利害関係者の

相互の間では、同じ問題の認識自体が立場の違いに

より異なっていることも多い。そのような状況への

対応としては、各利害関係者の問題認知を基礎に問

題の認識を構造化する方法を構築することも重要で

ある８）。 

 なお、社会的合意形成を行う場合、その基礎とな

る情報・知識には一定の不確実性は不可避である。

例えば公共事業実施の可否を需要予測を基礎に判断

する場合、需要モデルについては予測の仕方や予想

交通量の各道路への割り振りの仕方によって、不確

実性の幅がある。現在は情報公開のもとでこれらの

不確実性も全部出さざるを得ないのであり、そのよ

うなデータの不確実性をどう理解して扱うかという

問題がある。これらは争い出せば論理的にはいくら

でも争えるのであり、アメリカなどでは延々と訴訟

を続けている事例もあるようである。不確実な情報

の扱い方に関する社会としてのトレーニングも必要

になってくるだろう。 

 

３．４ 体制上の課題 

 以上、社会的合意形成を試みる上での内容的課題

について整理してきた。ここでは最後に、社会的合

意形成を実践していく上での体制上の課題、組織的

課題についてまとめておきたい。 

 第 1に、社会的合意形成のための具体的手法（例

えば、ワークショップ、ＰＩ手法、コンセンサス会

議等）を最終的な社会的意思決定プロセスにどのよ

うに接続するのかという課題がある。これらの具体

的手法が用いられた場自体を社会的意思決定の場と

すると、これらの手法の利用の際の柔軟性が小さく

なり、内容的に斬新なアウトプットを生み出せなく

なる恐れがある。他方、社会的意思決定と直接的に

接続することにより真剣な議論を可能にするという

側面もある。従って、多様な接続の仕方が検討され

るべきだと思われる。 

 第 2に、社会的合意形成の実践にかかるコストの

課題がある。前述の内容的課題に対応しようとする

場合、かなりの人的財政的コストが必要になること

は確かである。従来、日本の場合、インフラ等のハ

ードの建設経費の中では社会的合意形成のようなソ

フトの経費も面倒がみられてきたが、独立した費目

としての扱いは小さかった。おそらく日本社会全体

としては、このような部分に社会的資源を振り分け

ていくことが必要なのであり、そのための意識啓発

は必須であろう。しかし、現実にこの部分に割ける

資源が限定されている場合には、可能なところから

開始するという態度が必要になる。 

 第 3に、社会的合意形成支援のための制度は近年

様々な形で作られつつある。自治体レベルでは、自

治基本条例、まちづくり条例、市民協働のための条

例・指針や各政策分野の取り組みにおいてもそのよ

うな制度形成が見られる。しかし、より重要なのは

制度運用である。その点、このような制度の仕組み

を関係者に以下に周知するのか、それらの利用を促

すための支援を以下に提供するのかが重要になる。

そして、そのような周知・支援の対象として重要な

関係者は、しばしば組織外の市民団体等の関係者で

はなく、実は政府の組織内の関係部局である。 
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「宝さがし」−地域資源の保全に関わる合意形成手法としての視点から： 

二戸市における馬淵川沿岸の揚水機場建設計画とカワシンジュガイの保全 

 

（株）未来政策研究所 主任研究員 

比田井和子 

 

１．はじめに 

 「宝」とは地域固有の自然資源、人文資源の喩え

であり、「宝さがし」とは、狭義には、住民参加型の

地域資源の発掘・発見、整理、評価の活動である。

ここでいう「宝」は、学術的な客観的な評価によっ

て価値を認められた資源ばかりではなく、地域住民

との関係において成立し、住民が価値あるものとし

て認めたものすべてを宝とする。「宝さがし」は、1993

年（平成 4）にはじまる二戸市の「楽しく美しいま

ちづくり」を実現するための取り組みの模索のなか

から生まれ、二戸市における 10年以上にわたる継続

と、他の地域における導入によって検証され、成長

してきた地域づくりの手法である。 

 本稿では、二戸市において、1998年に起きた農業

用揚水機場建設事業と宝の保全という競合する事象

が成功裏に調整された事例を通じ、まちづくりにお

ける合意形成手法としての観点から宝さがしを検証

し、合意形成のための要件を考察する。取り上げる

事例は、市内中央部を流れる馬淵川への国の揚水機

場建設計画が、宝さがしによって発見されたカワシ

ンジュガイの生息地保全のために、１年後、計画変

更がなされた馬淵川沿岸米沢揚水機場建設計画であ

る。 

 

 二戸市は青森県との県境に位置する、人口約２万

8000人の山間のまちであり、市の中心を馬淵川が南

北に流れ、河岸段丘の上に市街地がひろがっている。

カワシンジュガイは特に制度的な保護がなされてい

ない生物の保全のために国の計画変更がなされる例

は希だという。この計画変更の背後にある宝さがし

によるまちづくりを紹介し、かつこの事例によって

もたされた、まちづくりを完遂するための新たな要

件を紹介し、合意形成という視点から整理する。 

最初に「宝さがし」について紹介し、次に二戸にお

ける実践と事例の紹介を行う。 

 

２.「宝さがし」の方法 

２．１「二戸市の宝さがし」の始まり 

 「宝さがし」は、変哲もない田舎町が、どうした

ら元気になれるのか１）というところから、模索しな

がらできあがってきた手法である。宝さがしを始め

る前の二戸市は、日本の中山間のどこでもみられた

停滞と諦めが蔓延していたまちであったといっても

過言ではない。地方の多くの小都市の例にもれず、

財政的に逼迫し、道路および下水道などの都市基盤

整備は立ち遅れていた。さらに江戸時代に代官所の

あった二戸郡の中心地と周辺の農村地域の数回の合

併を経て生まれたまちであったことから、合併前の

旧村意識が残存しており、それが市全体としてのま

とまりを欠く原因になっていた。際だった資源はな

く、工場誘致もはかばかしくなく、人口は減少傾向

にあった。こうした雰囲気を振り払いたいとの願い

をこめて、「楽しく美しいまちづくり」をかかげ、新

市長が誕生した。 

 まちづくりに取り組むにあたっては、停滞と諦め

の背後にある問題構造を明らかにするための調査を

行った。その結果、まちづくりを推進するにあたっ

て、大きくは２つの要件が明らかになった。一つは、

利害対立の回避であり、もう一つは市民の一体感の

醸成であった。 

 まず利害対立については次のような点が前提とさ

れた。財政状況から、「楽しく美しいまちづくり」は

ハード整備よりも、ソフト施策中心のまちづくりで

あることを明らかにする。無い袖は振れないという

比田井和子 （ひだい かずこ） 
（株）未来政策研究所 主任研究員 
東京都港区赤坂 9丁目 6-29-405 
k-hidai@miraiken.co.jp 
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現実的な問題のほかに、これによって具体的な事業

をめぐる利害対立を、あらかじめ除去することがで

きる。 

 また財政が苦しいということは、少ないパイをめ

ぐる利害対立が発生しやすいことを意味する。かつ

市の立地条件や成立過程から、業種間、旧村意識な

ど、複数の対立軸が輻輳し、利害対立が複雑になり

やすい。従って行政の事業にあたっては、事業の位

置づけを明らかにし、その事業の必然性を説得力を

もって示さなければならない。 

 市の一体感の醸成については、市全体が一致して

取り組める仕掛けが望まれた。市民は往々にしてま

ち全体のことは知らず、その関心の範囲は自分の住

む周辺、広くても旧村の範囲におさまっている。市

民が、まち全体のことに関心をもつ仕掛けが必要で

あるとされた。 

 このような前提にもとづき、利害対立を避け、市

民が一体となってまちづくりに取り組むために市民

自身による計画づくりが目指された。言い換えれば、

市民自身が利害の調整や優先順位の決定に責任をも

つということである。 

 そのために、まず市民自身が自分のまちに何があ

るかをよく知ること、「何もないまち」という停滞と

諦めから脱し、自分たちの足元を見直すこと、「一つ

一つは小さくとも、自分たちのもてるものを棚下ろ

し」１）てみることであり、「宝さがし」と命名２）さ

れた。 

 次に、実際に二戸市で取り組んできた「宝さがし」

を紹介し、他地域の例にもふれる。 

 

２．２ 「二戸市の宝さがし」の方法 

２．２．１ 宝さがしの組織 

 中心となるのは、「楽しくまちづくり推進委員会」

である。市民と市職員、それぞれ半数からなり、任

期は２年とし、継続は２回までとする。委員長は市

民委員のなかから選ばれる。 

 市民も、市職員は個人の資格で参加することであ

る。したがって市職員もポストとは関係なく、任期

中に異動があったとしても委員であることは変わら

ない。 

二戸市の宝さがしの意義 

(1) 市民総参加による二戸市の活性化 

(2) お年寄りの参加 

(3) 女性の参加 

(4) 先人たちの宝を生かしたまちづくり 

二戸市の宝さがしのフレーム 

 

(1) 自然＝共に生きる仲間さがし 

人間にとって生きる基盤であり、共に生きる

仲間さがし 

(2) 生活環境＝生きるための知恵 

自然との関わり、宗教、慣習など生活と文化

の知恵の体系 

(3) 歴史・文化＝先人の足跡をたどる 

人・物・文化の交流の軌跡と形成された歴

史・文化 

(4) 産業＝外部世界への発信 

二戸市の顔であり、外部世界に向けた情報の

発信 

(5) 名人＝二戸の知恵袋 

知恵を守り、つくり、育ててきた人たちの努

力 

(6) 要望＝未来へのエネルギー 

まちをよくしようとの潜在的エネルギーの

現れ 

宝さがしの手順 

１）アンケート 

全戸アンケート、地図を添付、集計の結果、

要望も含めて7，371件の宝 

２）ヒヤリング 

テープに記録、かつ宝の現地確認、撮影な

どの記録 

３）「楽しく美しいまちづくり」事業計画の作成、

市長に提言 

ダイジェスト版『宝ととともに生きる二戸

のまちづくり 

楽しく美しいまちづくり事業』全戸配布 

４）宝さがしの成果の発表、宝の普及・浸透 

『宝資料集』（全6冊）、宝発表会、宝の案内

板の設置、宝マップ作成、宝めぐりツアー

など 

図１ 二戸市の宝さがしの意義とフレーム 
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委員会は、下記の宝のフレームに基づいて６つの班

に別れ、ヒヤリングなどの活動やまとめ、また計画

づくりを行った。 

２．２．２ 宝さがしの意義とフレーム 

 二戸市の宝さがしでは、本来地域がもっている固

有の価値、すなわち地域に根ざした宝を生かし磨き

上げてこそ、他にない本物の魅力のあるまちづくり

が進められると、宝を意義づけ、図に示したように

６つのフレームをたてて取り組んだ。 

 宝さがしの意義として図の４点を上げた。市民各

層の参加のほか、遺産を通じた先人たちの参加もう

たっている点が特色である。 

２．２．３ 宝さがしの手順 

 宝さがしは、図に示したような手順で進められた。

まちづくり委員を中心にアンケートやヒヤリングに

よる宝の発掘、情報収集、記録、整理のほか、集め

られた宝の市民への普及、浸透にも力を入れた。 

 当初からの目標であった計画は、「楽しく美しいま

ちづくり」事業計画３）として、２年後に作成し、市

長に提言した。この計画書は、宝さがしの成果と計

画書の要点を収載した『宝ととともに生きる二戸の

まちづくり 楽しく美しいまちづくり事業』（通称ダ

イジェスト版）によって、全戸に配布された。 

 

２．３ 他地域での取り組み 

 「宝さがし」は二戸において独自に始められた手

法だが、当時、日本に紹介され始めていたエコミュ

ージアムと、結果的に共通点があることから、二戸

市の計画づくりにおいても、この考え方を参照した。

さらに後続の地域では、エコミュージアムやエコツ

ーリズムの考え方を取り入れ、それぞれ「村まるご

と博物館」「島まるごとミュージアム」という地域づ

くり構想を掲げ、それを実現するための資源発掘の

手法として「宝さがし」に取り組んだ。地域として

は、徳島県美郷村や沖縄県南大東島などである。 

 美郷村はゲンジホタルの発生地として全村が国の

天然記念物指定を受けており、村づくりの核として

美郷ほたる館を建設した。「宝さがし探検隊」を結成、

ホタルをめぐる人間と川との関わりを主とするヒヤ

リングに始まり、全村へと拡大、その成果は美郷ほ

たる館の展示計画から、ほたる館によるエコ・ツア

ー・プログラムづくりに生かされ、さらに宝さがし

探検隊の活動は、関西地方の大学・学生を巻き込ん

で、村の合併後も炭焼きや 12月の石積みライトアッ

プとして継続されている。 

 南大東島は、「島まるごとミュージアム構想」の下

に、数年にわたる宝さがしを行って宝データベース

を作成し、体験プログラムの整備やガイド育成とあ

いまって、宝の持続的な活用による体験交流型の観

光を、島の産業として育成していくことをめざして

いる。 

 このように宝さがしは地域づくりにおける住民参

加型の手法として、多様な使い方が可能である。当

然、宝さがしの組織やフレームは地域によって、ま

た目的によって異なってくる。上記のように美郷村

では「宝さがし探検隊」を結成したが、南大東島で

は教育委員会が担当していることから文化財委員な

どが中心になって進めた。宝さがしのフレームも、

美郷村ではホタル文化を視点に川と人との関わりを

軸にし、南大東島では隆起環礁の海洋島であり、明

治以降に開拓されたサトウキビ栽培のプランテーシ

ョンという自然および歴史の特異性をベースにフレ

ームがたてられた。 

 美郷、南大東島をみるまでもなく、宝さがしの具

体的な手順は多様ではあり得るが、ヒヤリングは不

可欠の手順であるとみることができる。住民参加型

の資源発掘の手法がいくつかあるとしたら、そのな

かで「宝さがし」という手法の意義は、その始まり

の経緯からみて、資源発掘の過程と合意形成の過程

が一体的に進められることにあると考えられるから

である。 

 

３．馬淵川沿岸水利事業米沢揚水機場建設計画とカ

ワシンジュガイ保全４） 

３．１ 発端 

 問題の揚水機場は、馬淵川左岸の二戸市米沢地区

に建設が予定されていた。この揚水機場建設計画は、

馬淵川の上流側に隣接する一戸町と二戸市の馬淵川

沿岸に広がる 2,810ha の畑地や果樹園の灌漑事業と
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して計画された、当初予算総額約 516億円国の「馬

淵川沿岸農業水利事業」の一環である。事業は１基

のダム（大志田ダム 2000年 6月完成）と流域に４

カ所の揚水機場、およびパイプラインの建設を計画

しており、2008年度を最終年とし、1993年に着手、

二戸市米沢地区の米沢揚水機場も、当初から計画さ

れ、2001年の着工が予定されていた。５） 

 米沢揚水機場は２台の電動機を設置、馬淵川から

0.19トン／秒を取水する。建設計画地は川底の岩盤

が硬いため堰をつくる必要がなく、事業費を抑え、

安定取水にも適していることから、この計画が採用

された。 

 ところが 1998年に、「宝さがし」によって、この

建設予定地の下流約 100m にカワシンジュガイの生

息地が発見された。これをきっかけに、地元住民ら

が地元小学校を対象に観察会を開くなど、子どもた

ちの環境教育の場にもなっていた。しかし計画通り

に建設が行われた場合、カワシンジュガイの生息地

付近も護岸工事の範囲に含まれることから、生息地

の破壊が危惧された。これに気づいた地元住民が、

「カワシンジュガイは二戸市の宝。護岸工事をする

と流れも植生も変わり、稚貝も含め 100パーセント

守るのは無理だ」として、建設地の上流あるいは下

流への移動を求めた。 

 カワシンジュガイは北海道と本州に分布する淡水

産の真珠貝で、主に山間の冷たい渓流に生息、成長

は遅く、100 年以上の寿命をもつといわれる。市街

地の比較的大きな川に生息する例は珍しいといわれ

るが、東北地方のカワシンジュガイは絶滅種や希少

種としての保護指定はなされていない。 

 住民の要求に対して東北農政局馬淵川沿岸農業水

利事業所は、「地元の保護意識を無視することは決し

てしない」としながらも、「条件面からまず現計画で

の保護を考えたい」とし、全国的にはカワシンジュ

ガイの保護と工事の両立した例もあることをあげ、

専門家を交えた委員会を設け、カワシンジュガイの

調査とともに保護の方策を検討するとの意向を示し

た。 

 

 

３．２ 計画変更 

 ほぼ１年の検討の後、東北農政局は揚水機場の建

設場所を当初計画より 70ｍ下流の左岸に建設地変

更を正式に決定した。変更された計画では、揚水機

場の建設にあたって護岸工事を 20mに限定、植栽を

行うなど河川環境に配慮することを決めた。建設費

の大幅な増加はないという。 

 カワシンジュガイは特別に希少な生物ではない。

そうした生物の保護のために、一度決定した計画を

変更することは希だという。しかし計画変更に動い

たことについて、同事業所では、「児童の情操教育に

役立つなど、地元の人たちの生息域を大切する気持

ちが大きかった」と述べている。 

 

４．計画変更を可能にした要件 

４．１ 「宝」としての価値の共有と課題について

の合意 

 このような計画変更がなぜ可能になったのか。第

１の要件は、カワシンジュガイが保全されるべきも

のとであるという点で、住民、市行政、そして事業

者側も合意していたこと、つまり価値の共有がなさ

れていたことである。 

 事業所のコメントにあるように「地元の人の気持

ち」が第１であるが、単に地元が大切にしていた生

物というだけではなく、二戸市の「宝」として認識

されていたことが重要である。二戸市において「宝」

とは、行政も含め、二戸市の市民みなが共有し、守

るべき価値として合意されていることを意味する。 

 保護を訴えた地元住民のなかには、揚水機場建設

の受益者である農業者たちも含まれており、「宝」の

保全と揚水機場建設の両立を最も望んでいたのは、

受益者自身であったと想像される。 

 公共事業と自然保護のように、地域にとって両方

とも必要なことであり、両者が譲れない場合、紛争

化という経過をたどる懸念もなしとはしない。利害

対立が紛争という形に悪化する原因の一つは、ある

利害対立が、地域住民の潜在的な不満や問題を顕在

化させ（たとえば、この地域はいつも公共事業が後

回しにされてきたとか）、その不満が、たとえ自然保

護側の主張が独善的な原理主義的主張であったとし
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ても、その主張に住民をひきつけることになったり

する例がみられる。そのような場合、解決すべき対

象の拡散や問題のすり替えが起こり、それが紛争化

という外観を呈することになる。したがって何が解

決すべき課題なのかという、課題についての合意自

体が、合意形成の第１の関門となる。この事例では、

カワシンジュガイが「二戸市の宝」とされた時点に

おいて価値の共有がなされており、すでに「宝」の

保全と事業の両立として受益者自らによって解決す

べき課題が定義され、紛争化の恐れは排除されてい

たとみることができる。 

 すでに６年にわたって続けられてきた「宝さがし」

の成果が市民の間に浸透し、「宝」を守ることの大切

さや「宝」を生かしたまちづくりが住民の合意とし

て定着していたことを示している。さらに加えれば、

マップが作成されたことによって、どこに何がある

のかという空間的な所在も含めた形で住民に共有さ

れていたことに意味がある。 

 

４．２ 利害対立を長期的に吸収するしくみと合意 

 さらに「二戸市の宝さがし」には、「宝」の保全や

活用に伴う利害を吸収する布石が組み込まれていた。

第１は、「楽しく美しいまちづくり委員会」における

市職員の委員の位置づけであり、もう一つは、「楽し

く美しいまちづくり事業計画」の位置づけである。 

４．２．１ 市職員委員の位置づけ 

 ２．１で示したように、まちづくり委員のほぼ半

数は市職員である。まちづくりの担当部署は、最初

の企画課から、後には新設されたまちづくり推進課

になるが、それ以外の市職員委員は市民と同じく、

自発的な参加であり、個人としての身分である。役

所のポストとは切り離されており、たとえポストが

変わっても、任期中はまちづくり委員であることに

変わりはない。このようなしくみによって、次のこ

とが担保される。 

 (1) 「宝さがし」が行政の部署間の利害によって

左右されないこと、(2) 「宝さがし」が担当者の異

動などによって左右されず持続性をもちえること、

また個人の資格であることから、(3) まちづくり委

員会での言動について責任を問われることはないと

いう点である。このようなしくみの下では、職員の

関心や創意工夫、あるいは部署での経験が生かされ

る。またまちづくり委員の役所内における異動は、

むしろ「宝さがし」の理念やその成果の普及、行政

への具体的な浸透につながると期待され、実際、そ

のような例が多々見受けられた。 

米沢揚水機建設事業の場合も、農政課にかつてのま

ちづくり委員がいた。そのことが具体的にどのよう

な効果を上げたかについては未調査だが、市の担当

行政が住民と認識を共有していたことはマイナスに

は働かないだろう。 

４．２．２． 「楽しく美しいまちづくり事業計画

書」の位置づけ 

 宝さがしの成果は、宝を生かした「楽しく美しい

まちづくり事業計画書」としてまとめ、市長に提言

し、また冊子『宝とともに生きるまちづくり』を作

成して市民にも公表した。 

 この事業計画については、既存の行政計画とどの

ような関係にたつのかをめぐって委員会内部でも議

論があった。議論の結果、この事業計画はすぐに行

政を動かすものではなく、利害関係も含めて住民の

要望を「宝をベースにしたまちづくり」のなかで将

来的に吸収していく長期的なフレームとして位置づ

けた。市の長期計画やその他の個々の行政計画と、

「楽しく美しいまちづくり事業計画のそれぞれの役

割を明確にし、かつそれらが重層的な関係をもつこ

とによって、むしろまちづくりは、その体系が明確

になったといえる。 

 実際、宝さがしでは第６のフレームとして「要望」

をおいた。アンケートで最も回答が多かったのは「要

望」である。そこには道路の舗装から公園設置まで、

よくありがちな行政に対する市民の要求が多々みら

れる。しかし、このような当面の個々の要望に応え

ることが「楽しく美しいまちづくり事業計画」の役

割ではなく、そうした要望をまちづくりに位置づけ

ていくフレームとしての役割を果たすものとした。

これが宝さがしにおいて「要望」を「未来へのエネ

ルギー」と位置づけた意味にほかならない。 

 行政からみれば、「宝を生かしたまちづくり」に対

する市民の合意が形成されていくことによって、
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個々の行政はむしろ行いやすくなったということが

できる。市民の個々の要望に対して、今対応できな

くとも、まちづくりに位置づけることによって、優

先順位を示し、長期的な解決が得られることを示す

ことができるからである。 

 具体的な場面に即していえば、個々の行政のなか

で実現できるものは組み込んで実現していくことに

なる。そうした例としては、県道整備にあたって、

「二戸の宝」とされた珍しい地層が露出している則

面の一部をコンクリート塗布をせずに円形の窓を残

し、地層が見えるように配慮した例もある。揚水機

場建設事業における計画変更も、その規模は異なる

が、個々の事業において、宝を生かしたまちづくり

を貫いていくという点では同等である。 

米沢地区揚水機場建設計画では、「宝を生かしたまち

づくり」という長期的なフレームの下になされてい

た市民と行政の合意が、課題を明確にし、紛争化を

排除して、国の計画変更の環境条件を整えたといっ

てよいだろう。 

 

４．３ 「宝」の保全と活用における制度的担保と

計画変更 

４．３．１ 制度的担保の必要性 

 しかし国の事業計画の変更を促すには、いうなれ

ば大義名分が必要である。市民と市行政、そして議

会も含めて、「宝」の保全に合意しているという制度

的担保である。米沢揚水機場建設計画では、市長が

憲章あるいは条例という形での市としての制度制定

を約束した。これが事業計画検討そして変更という

過程の最後の一押しになった。 

 制度化することは、宝の保全と活用によるまちづ

くりが首長や市行政の変化によって空無化すること

を拒否し、二戸市のアイデンティティとして永続的

に取り組んでいくことの内外に対する意思表明でも

ある。これによって初めて、国としても計画の検討

やその変更にあたって依拠する要件が整ったことに

なる。 

 二戸市ではそれまで、市民自身の「宝」の保全意

識の向上が関心の中心にあり、市の外部から「宝」

の存続を脅かす出来事が持ち上がったのはこれが初

めてであった。米沢揚水機場建設事業のもたらした

教訓は、市の外部に対して、「宝」の保全を主張し得

る制度的根拠の必要性であった。法的な対抗力はと

もかくも、市民の合意を形に表した何らかの制度的

根拠なくしては、国、県の公共事業あるいは民間の

開発行為などに対抗して、「宝」を保全していくこと

はむずかしいことを痛感させられた。制度をつくる

ことは、同時に、後戻りできないところに自身を立

たせることでもある。 

４．３．２ 「宝を生かしたまちづくり条例」の制

定 

 二戸市では早速、条例の作成に取り組み、市制 30

周年を記念する 2001年に、「二戸市 宝を生かした

まちづくり条例」６）を制定した。 

条例の趣旨は、「宝を生かしたまちづくりの基本理念

を明らかにするとともに、その他必要な事項を定め

る」（第１条）とし、基本理念として、「宝を生かし

たまちづくりは、広く市民が慣れ親しみ、誇りとし、

育まれてきた自然、歴史、文化及び人物を二戸市の

宝と位置付け、市民参加によりこれらを守り、活用

し、将来にわたって継承するものとする」（第２条）

と宝を位置づけ、市の責務として、「市は、宝が汚損、

損傷、又は消失されるおそれがある事業又は行為に

ついて、これらの実施主体に対し、前条の基本理念

が反映されるよう協力要請に努めるものとする」（第

３条第２項）と、宝の保全を市の責任として明記、

市民に関しては、「市民は、宝を生かしたまちづくり

の推進について、市の協働に努めるものとする」（第

４条）と市との協働をうたっている。 

 

５．考察 

 米沢揚水機場建設事業計画変更の事例を踏まえ、

合意形成手法としてとらえ返した「宝さがし」から

導かれる合意形成の要件を以下に抽出した。 

（１）価値の共有 

合意形成の基盤が価値の共有化である。その第１の

関門は解決すべき課題についての関係者間の合意で

ある。「何を守り、何を実現すべきか」。そのことの

合意の失敗が紛争化を招くおそれがそれは価値の共

有が基盤になる。 
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（２）情報の共有 

すべての過程において必須の要件である。「宝さが

し」では、印刷物、発表会、宝ツアーなど、さまざ

まな方法で宝や事業計画の普及・浸透を図ってきた。 

（３）関わる個人の責任の明確化 

「楽しく美しいまちづくり委員会」の市職員の委員

は、個人の資格で参加、それ以外の責任は問われな

い。 

（４）利害調整のフレームの公表・共有 

「楽しく美しいまちづくり事業計画」を作成し、諸

課題をまちづくりのなかで長期的に解決していくこ

とを明らかにした。 

（５）必要に応じて制度的な担保を付与 

条例、憲章などにより対内的、対外的に合意の永続

性を担保する。 

 

脚注 

１）小原豊秋市長の発言、『第 12回東北小都市セミ
ナー 二戸市の宝さがし』、1993 年 10 月、二戸市、
p.1 
２）『風と土、山と川、森と人がつくった宝 宝とと

もに生きる二戸のまちづくり 楽しく美しいまちづ
くり事業』、1999年（平成 11）10月、二戸市（追補
改訂版、初版は 1995年発行）、 pp．4-5 
３）事業計画では、市内を９地区 10ゾーンに区分し
ている。地区の入り口にポケットパーク的な空間を
設け、地区のシンボル・サインを設置、あわせて宝
を記載したマップを設置した。印刷した宝マップは
地区の各戸に配布、宝の案内板でも置いている。順
次、整備を進めている。 
４）地元の動向については、次の資料による。 
「波立つ清流・馬淵川 二戸 カワシンジュガイ生
息域 揚水機場の建設計画 住民『場所変更を』 東
北農政局 保護前提に事業推進」、岩手日報、1998
年（平成 10）、11月 13日 
「カワシンジュガイを守れ！ 地元の声 計画動か
す−二戸の馬淵川 揚水機場建設で農政局 700 メ
ートル下流に変更」岩手日報、1999年（平成 11）、
12月 21日 
５）馬淵川農業水利事業所ホームページ  
  http://www.tohoku.maff.go.jp/seibi/kokuei/mabeti/ 
６）『宝を生かしたまちづくり』（パンフレット）、2001
年（平成 13）、二戸市 
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促進的調停人育成に関する日本における試行的導入と課題について 

 

（株）三菱総合研究所 情報通信政策研究部 研究員 

入江秀晃 

１．はじめに 

 米国等において、話し合いを促進することで合意

形成を実現するメディエーション（現代調停）１）は、

大きな運動となりつつある ADR のなかで、他の

ADRシステムである仲裁や中立評価、ミニ・トライ

アルなどに比べても、より中心的ポジションを占め

るようになってきている。２）３） 

 一方、日本では 1922年（大正 11年）の借地借家

調停法をはじめとして、戦前においては小作調停法、

商事調停法、労働争議調停法、金銭債務臨時調停法、

人事調停法が制定されている。そして戦後すぐの

1947年（昭和 22年）には戦前の個別法を統合する

形で民事調停法が制定されるなど近代法体系の中に

調停の制度化はむしろ伝統的に進んでいた。 

 しかし、「わが国でも、ADRに対する評価が、最

近二〇年ほどの間に、いわば『全面否定論』から『現

実的消極的容認論』を経て『理論的積極的肯定論』

へと、徐々に論調が変わってきている。」４）とされ

る昨今においてようやく、やや自嘲的に「一周遅れ

のトップランナー」などとささやかれるなど、調停

を代表とする ADR への取組の「遅れ」の認識が広

がってきたと考えられる。 

 米国の現代調停では専門性に寄らない対話促進的

紛争解決手法が、本流と位置づけられている５）。促

進的（ファシリテーティブ）な紛争解決手法が広が

らないのは、TVドラマの水戸黄門が人気になる「国

民性」や「文化の問題」だと安易に位置づけてしま

うと、制度化の不備から視点を遠ざけてしまう危険

がある。 

 暴力団などの介入を排除する方向での規制（2004

年秋の今国会に提出されたいわゆる ADR 基本法の

考え方）もいうまでもなく重要な視点ではあるが、

不当な ADR 機関を禁止するだけで、十分良い新し

い紛争解決システムがひとりでに姿を現すという期

待には根拠がないと言うべきであろう。「農家の主婦

から元判事まで」６）といわれる現代調停の中立人（メ

ディエータ）をどのように育成するかという課題は、

単に一つの個別の課題というよりは、現代調停の制

度そのものが愛され、信用に足る制度となりうるか

という制度設計の根幹にかかわる問題であると思わ

れる。 

 本稿では、筆者自身も一メンバーとして参加した

「独立行政法人経済産業研究所 ADR ポリシープラ

ットフォーム・ADR を担う人材育成に関する研究

会」での約 15 時間の教育カリキュラム（試行プロ

グラム）の検討経緯と試行プログラムへの参加者の

反応などを紹介する７）と共に、(1)このような（対話）

促進的調停人育成プログラムは日本において必要と

されているか、(2)必要とされるならばどのような実

施が可能か、さらに、(3)社会的に認知され根付いて

いくためにはどのような課題が克服されなければな

らないか、を検討したい。 

 

２．試行プログラムの検討と実施内容 

２．１ 参加メンバーと検討過程 

２．１．１ 参加メンバー 

 さて、試行プログラムは、（独）経済産業研究所に

よって実施されたが、会の呼びかけそのものは経済

産業省の課長補佐が行った。内閣府の ADR 検討会

の委員でもある廣田尚久教授（弁護士・[当時]大東

文化大学環境創造学部教授、[現]法政大学法科大学

院教授）が座長を務め、アカデミズムからは和田仁

孝九州大学法学部教授、中岡成文大阪大学大学院文

学研究科教授の参画があった。 

 また、ADRを主催する NPOとして NPO法人シ

ヴィル・プロネット関西、NPO 法人日本メディエ

ーションセンターの参加もあり、これらの NPO で

入江 秀晃（いりえ ひであき） 
(株)三菱総合研究所情報通信政策研究部 研究員
100-8141東京都千代田区大手町 2-3-6 
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実際にトレーニングを行ってきた元大阪地方裁判所

判事の稲葉一人氏（科学技術文明研究所特別研究員、

東京大学大学院医学系研究科客員研究員）のプログ

ラムがベースとなった。 

 中村芳彦弁護士（現・法政大学法科大学院教授）

は後述するが最も議論があった相談トレーニング実

施の中心メンバーになり、 最近『法的対話論』を世

に出された大澤恒夫弁護士もトレーニングの一部を

担われた。 

 さらに、実務者サイドとして消費者相談関係団体

である（社）日本消費生活アドバイザー・コンサル

タント協会、また家電製品 PLセンター、（社）日本

訪問販売協会からの参加があった。これら実務者サ

イドの参加者が、実際の試行プログラムの事例（ロ

ールプレイ）の設計に深くコミットすることで、現

場の持つ迫力ある教材の開発を可能にした。このよ

うに単に学術的な検討に留まらず、実務的に有用性

を検討する上で非常に望ましい団体から、団体のト

ップクラスのメンバーが参画し検討を重ねることが

できたことがこのプログラムの成功につながった。

これだけのメンバーを揃えられたのはやはり経済産

業省の呼びかけという側面が大きかったと思われる。 

 ちなみに筆者自身は、別プロジェクトで、ADR人

材養成に係る海外動向調査を実施し、米国・カナダ

での２週間の現地ヒアリング調査を行った関係で末

席に加えていただき、プログラムの中でも短い時間

プレゼンテーションを担当した。 

２．１．２ 検討過程 

 上述したように既に元判事の稲葉一人氏によるト

レーニングプログラムは NPO での実践を経てかな

りの完成度を持ったものであった。これを骨格とす

る座長の方針を受け、基本的には、アクティブリス

ニング（傾聴）などのメディエーションにおける質

問スキルにフォーカスを当てた促進的調停のトレー

ニングが基礎とされた。 

 議論となったのは、「相談」という二者関係を、三

者関係である調停トレーニングとどのように位置づ

けるかであった。促進型の調停は現実に日本の社会

で実践できる場はほとんどない。したがって、ある

意味理念的なモデルの提示を実施することが可能で

ある。しかし、一方で相談実務は非常に多数の実践

があり、例えば消費者相談を実施する国民生活セン

ターの2003年度実施分だけでも130万件を超える。

さらに、PL センターや業界団体の相談、各企業独

自の「お客様相談」などを加えると、膨大な「相談

業務」が既に存在していることが理解されよう。こ

のような実務を改善するトレーニングプログラムは

可能なのかが話し合われた。 

 特に、要件事実を法体系にあてはめてアドバイス

するタイプの相談業務スタイルと、オープンエンド

クエッションその他アクティブリスニング・スキル

を駆使した（対話）促進的スタイルとをどのように

位置づけるかが議論となった。 

 多くの案件を効率的に処理するには、アクティブ

リスニング手法を用いていては、時間がかかりすぎ

効率が悪すぎるのではないか、非常に悪徳な事業者

に対してもゆっくり耳を傾けることが果たして正当

なのかという疑問が出た。 

 このような議論の過程で、調停という三者間関係

に比べて、あるときはアドバイスを行い、あるとき

は当事者の言い分を良く聞き、またあるときは相手

方当事者の立場に考えを及ばせる必要がある相談業

務は非常に複雑な構造を持った高度な実践であるこ

とへの理解が共有されてきた。当初は紛争解決の自

然な流れを考え、相談の後に調停トレーニングを行

うことを検討していた。しかし、相談業務の構造的

複雑さを認識した結果、第二日目にピュアな促進的

コミュニケーションによる解決が可能な調停を先に、

第三日目に調停技法を相談実務に応用するという流

れをつくることとなった。 

 教材開発やロールプレイの実施などの過程で、お

もしろいことに、相談実務のベテランスタッフは促

進型の対話も上手であることがわかってきた。私見

ではあるが、プログラム開発メンバーに、むしろベ

テラン実務者にはこうしたスキルは暗黙知として備

わっているという理解が広がったようにも思える。

従来はさほど理論的にトレーニングされてきていな

かったとしても、実践の過程で非常に高度な「聴き

方」を身につけておられたのである。この点も私見

であるが、実務サイドとしても、OJT等で長い時間



 29 

PI-Forum  1 (1) 2005 Winter. 

をかけてトレーニングするところを体系立てて育成

する道筋が見えたという方向で、プログラムへの高

い評価につながったのではないかと考えられる。 

 

２．２ 教育内容と教育手法 

 プログラム概要は表１に示すとおりである。 

 調停については１日目の半分と２日目の時間が割

り振られ、ここが骨格部分になっている。内容とし

ては、オープンエンドクエッションやリフレイミン

グなどアクティブリスニングなどのスキルトレーニ

ングにフォーカスを当てたものとなった。 

 一方、3 日目の相談トレーニングは、中村芳彦教

授が、心理療法を統合したといわれるマイクロ・カ

ウンセリングをベースに新たに作り出されたものと

なった。アクティブリスニングという「聴く」スキ

ルに加えて、積極技法と呼ばれる「伝える」スキル

の教育も範囲としたことに特徴がある。 

 教育手法としては、ロールプレイやスモールグル

ープディスカッションなどの参加型ないしワークシ

ョップ型のスタイルが基本となった。さらに、一部

では俳優や NPO スタッフが演じるビデオを見て具

体的に話し合う試みも行われた。ビデオはわかりや

すいという効果に加えて、トレーナによらずトレー

ニングレベルを平準化できるメリットがある。 

 

３．試行プログラムへの評価と課題 

 最終日の最後の 1時間は座談会に当てられ、プロ

グラム提供者側と参加者のほぼ全員が参加して活発

に議論が行われた。この座談会では、消費者相談な

どを日々行っている実務者からも、役に立つという

実感のこもった評価が与えられた。特に、ロールプ

レイ等の参加型の実習トレーニングが多い点への評

価が高かった。「カウンセリング的手法８）は、消費

者問題の解決には向かないと思っていたが、実際に

は役に立つ知識が多くあった」という意見も聞かれ

た。 

 現在の日本で、ADRの実践という意味では弁護士

会の仲裁センターを中心とする動きや、司法書士会

その他の隣接法律職の動きが活発であるのは、ADR

検討会への意見書の提出状況などで見て取れる。今

回の試行プログラムでも、プログラム制作には前節

で述べたように多様なプロフェッショナルの参画が

あったが、試行トレーニングの結果として、必ずし

も法律職と呼ばれないような相談業務その他の一般

の企業活動にも適用可能性が広いことが明らかにな

った。 

 

４．おわりに 

 米国では、法的知識を使わない 70 年代ごろの隣

人調停にルーツを持つと呼ばれる促進型調停が、80

年代の『ハーバード流交渉術』出版に代表される理

論化や実践の蓄積を経て、90年代以降法律家を取り

込みながら制度化されていく歴史があった。米国で

は 70 年代ごろから司法システム改革について、裁

日 No. 大項目 時間(分) 

１ 当プログラムの全体像と射程 75 

２ 海外の実情報告と用語の説明 30 

３ 対話による自律的解決 45 

１ 

４ 聴くことの意味とその技法 150 

２ ５ 調停（理論・技法と Exercises） 300 

６ 

 

相談（調停の理論・技法を応

用した理論・技法と

Exercises） 

240 ３ 

 

７ 座談会 60 

表１ プログラム概要 
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判所改革としての ADR という上からの動きと、隣

人調停のようないわば下からの動きがあり、結果的

には下からの動きとしての隣人調停の方向に、法律

家を含む弁護士たちも参入して大きな流れを作り上

げたといわれている。現代調停が力を持つためには、

市民のためのというだけでなく、市民による実施過

程が必要とされるであろう。 

 現代調停を必要とする社会的背景には、(1) 都市

化により、地域内の規範や地縁等に基づく対話によ

る紛争解決が困難になってきている、(2) 経済のサ

ービス化により、対人サービスの占める割合が大き

くなり、過去にさかのぼって事実認定するより未来

に向かって話し合うことが求められる事案が増えて

いる、(3) IT革命により、オープンで公的な情報空

間が一気に広がり誰もが容易にアクセスできるよう

になったことで、逆に当事者が安心して話ができる

クローズドな対話空間がかえって求められるように

なってきていると考えられる。そして、これらの社

会的背景は、米国に留まらず、日本を含めた先進国

に共通の社会現象である９）。このように見てくると、

弁護士や隣接法律職の士族に留まらず、スキルトレ

ーニングの活用可能性を見ることができた試行プロ

グラムでの方向性は、消費者関係だけでなく様々な

市民や一般の企業活動を取り込んで今後大きな流れ

につながりうると考えられる。 

 弁護士法 72 条（非弁活動の禁止）など、現代調

停の推進を阻む壁がいくつかあることは事実である

が、現代調停が社会的に必要とされている以上、長

期的には制度が広がることは間違いないと思われる。

その際、「市民による」紛争解決を可能とする人材育

成プログラムの重要性がより強く認識されるように

なるだろう。 

 

５．謝辞 

 このような報告を行うことをお許しくださった研

究会座長の廣田教授に感謝します。また、メンバー

の先生方に感謝するとともに、経済産業省、経済産

業研究所、ADR Japan の関係者の皆様に感謝いた

します。 

 なお、プログラム教材及び筆者自身が現地調査を

行った海外調査報告書は下記 URL でダウンロード

できます。 

http://www.adr.gr.jp/training2003/ 

 
 
脚注 
１）mediation(メディエーション)に対する訳語に何
を当てるかには議論があるが、ここでは「現代調停」
の語を当て、原則として促進的調停の実施を含まな
い我が国一般の「調停」と区別する。 
２）小島教授は、「アメリカ合衆国における ADR運
動は、いまや「新しい宗教」の観さえあり、太い流
れとなっている。」と ADR運動への盛り上がりを紹
介している。小島武司[2000]『裁判外紛争処理と法
の支配』（有斐閣） 
３）メディエーションこそが ADR の中心的存在と
する見方も多数ある。例えば、AAAは伝統的には仲
裁を中心に活動してきたが、メディエーションへの
取組を強化している。 
４）田中成明「民事司法改革の背景とその射程（一）
「法化」「非＝法化」論議からみた民事訴訟の役割に
ついて」（法曹時報、47/5、1053、1995年 5月） 
５）米国において、専門性に基づく「評価的」調停
も成功している。特に世界最大の ADR プロバイダ
ー企業である JAMSの成功は、むしろ「評価」を可
能とする元裁判官などの中立人ラインナップにある
とされる。しかし、連邦法である、統一調停法
（Uniform Mediation Act of 2001）の位置づけに明ら
かなように、全米全体での現代調停の中心は明らか
に促進型である。 
６）Linda R. Singer [1990,1994] “Settling Disputes” 
Westview Press 
７）筆者自身は試行プログラムの運営事務局ではな
かったため、検討過程について正確に報告する立場
ではないが、一メンバーとしての感想という位置づ
けで報告させていただく。 
８）促進型のトレーニングには、カウンセリングか
らの傾聴技法が多く含まれていることは確かだが、
現代調停≒カウンセリングと考えるのは、むしろ誤
解である。しかし、このような誤解は根強く存在し
ている。 
９）小島教授も下記のように述べている。「日米の法
文化には大きな隔たりがあることは確かである。そ
れでも、基本的な要素を見つめる限り、日米の間に
共通の課題がいかに多いかに驚かされる。」（小島
[2000]） 
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知識科学と合意形成：水産政策における事例研究の知見から 

 

北陸先端科学技術大学院大学 

知識科学研究科  末永 聡 

 

１．はじめに 

 一般的に、異なる複数の利害関係者が参画してい

る政策の場合、それぞれが有する経験や価値、活用

している言葉などの知識体系もまた異なることから、

相互に知識を共有することは困難である。特に、日

本の水産政策に主要な利害関係者として参画してい

る行政と漁業者は、行政の「お役所言葉」に対して

漁業者の「漁師言葉」のように、知識体系の全く異

なる典型であると言える。これらの理由から、実行

に困難が予想される水産政策ではあるが、いくつか

成功事例が存在する。本論文では、これら成功事例

の分析から得られた知見を基に、合意形成について

個人や組織の知識の営みにおける「知識創造」を中

心に据えた新たな枠組みである知識科学の視点から

考察する。 

 

２．水産政策における合意形成の型 

水産政策における合意形成は、その場合によって

大きく二つの型に分けられる。一つは、漁業協同組

合や地区別の漁業者組織などの、主に漁業者のよう

な単一利害関係者間の合意形成である。この型の合

意形成は、何か危機的な状況に陥ったとき、または

組織的に何かを決定しなければならない場合に行わ

れる。 

もう一つは、一部の県の職員や水産業改良普及員

を介した、例えば行政と漁業者間のような異なる利

害関係者間における合意形成である。特に水産業改

良普及員は、行政に属していながら自らの担当地域

における漁業協同組合や漁業者組織等を日常的に訪

問していることから、漁業者との接点が他の行政職

員よりも多い。従って、この型の合意形成は特別な

場合に限らず、日常的に行われる。 

２．１．漁業者間の合意形成 

 例えば秋田県のハタハタ資源管理では、漁業者が

意思決定のために各地区ごとに組織した検討会によ

って合意形成が進められた。この地区検討会は上部

組織と下部組織からなる階層構造になっており、上

部組織から降りてきた議題について、下部組織から

それに対する意向を意思決定し、上部組織に回答す

る仕組みになっている。具体的には、議題設定に基

づいて組織の意向を議論して導き出した結果に、全

員（または大多数）が合意あるいは妥協可能な場合、

議題設定

全員発言

全員一致 決定

No

Yes

議題設定

議論

合意

妥協

上部組織へ

No

No

Yes

Yes

 

図 1 「寄合」と地区検討会における合意形成 (末永, 2000) 

末永 聡（すえなが さとし） 
北陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科助手
923-1292 石川県能美郡辰口町旭台 1-1 
ssuenaga@jaist.ac.jp 
http://www.jaist.ac.jp/~ssuenaga/ 
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これを組織の意向として採用し、代表者が上部組織

の会議で発言する。どうしても結果に合意または妥

協できない場合は、組織に再度議論を要望すること

もできるが、それが適わないこともあり得る。下部

組織の代表者が参加する上部組織においても、下部

組織と基本的に同様の過程を経て合意へと至る。 

 実はこの合意形成の構造は、日本の農山漁村にお

いて昔から行われてきた「寄合」に似ている。「寄合」

では、議題設定がなされると、それに対する見解を

個人の利害関係に基づいて全員が発言する。そして

最終的に全員の見解が一致するまで「寄合」は繰り

返される（濱口・公文 1982）。限られた漁場で、長

期間にわたり同じ顔ぶれでの労働が前提となる漁業

者にとって、可能な限り全員一致での合意に収斂さ

せることは、その後のコンフリクトを回避する意味

からも重要である。ゆえに、漁業者間の合意形成に

「寄合」に似た構造が取り入れられたと考えられる。 

 

２．２．行政と漁業者間の合意形成 

 一方、互いに知識体系の異なる行政と漁業者間の

合意形成では、両者を橋渡しする役割が重要であり、

水産政策の場合、この役割は水産業改良普及員や彼

ら以外の一部の自治体職員が担うことが知られてい

る（末永 2002）。末永（2003）はこれを「知識通訳

（knowledge interpretation）」という独自の概念を

用いて説明している。 

知識の「翻訳（translation）」ではなく「通訳

（interpretation）」とした理由は、Gile（1994）の

定義にあるように「翻訳」「通訳」共に「入力 Iが過

程 Pを経ることによって出力 Oが生産される」こと

に違いはないものの、そこではテキストベースでは

なく会話ベースのコミュニケーションによって、ま

さに通訳を行うからに他ならない。また「翻訳」が

静的なイメージであるのに対して、「通訳」は動的で

あるという表現も可能であろう。 

さらに、知識通訳が通常の通訳と異なる点は、言

語化や数値化することが可能な形式知とそれが困難

な暗黙知の変換を伴うことにある。野中・竹内

（1996）は彼らの組織的知識創造理論において、形

式知と暗黙知の相互変換について言及しているが、

知識通訳の過程では暗黙知から形式知への変換は確

認されていない。以上から、その定義は「形式知だ

けではなく、暗黙知を形式知に変換することで内容

を補足し、通訳すること」となる。そして実際に知

識通訳を行うのが「知識通訳者（ knowledge 

interpreter）」である。 

 

３．合意形成における知識通訳者の役割 

３．１．知識共有を支援する役割 

 ここで、広く知識共有を支援する役割について概

観しておく。まず代表的な役割として、コラボレー

ションやコンフリクト解決におけるファシリテータ

ー（facilitator）やメディエーター（mediator）を

あげることができる。また情報の窓口であるゲート

キーパー（gatekeeper）や、それぞれ関係者間の橋

渡し役であるリエゾン（liaison）とブリッジ（bridge）

の存在が知られている（Schwartz1977；狩俣 1992）。

さらには、原田（1999）が提唱したアレン的ゲート

キーパーがもたらす情報を共通言語スキームへと翻

訳し、組織特有の知識へと翻訳する役割であるトラ

ンスフォーマー（transformer）や、関係者間を橋

渡しするバウンダリー ･スパナー（ boundary 

spanner ） な ど が あ げ ら れ て い る （ e.g. 

Williams2002）。その他にも、ロジャーズ（1990）

が農業普及における普及機関と普及対象者の橋渡し

役であると位置付けたチェンジ･エージェント

（change agent）や、国立公園や世界遺産などにお

けるビジターとその場所とを橋渡しする役割である

被通訳者の

内容把握

暗黙知の

形式知化

受け手が理解

可能な形式知

へと修正

INPUT OUTPUT

 

図 2 知識通訳の過程 (末永, 2003) 
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インタープリター（interpreter）の存在をあげるこ

とができる（レニエほか 1994）。 

 

３．２．知識通訳者との比較 

これら知識共有を支援する役割と知識通訳者とを

比較すると、前者がほぼ専門的にその役割のみを果

たすのに対して、後者は複数の役割を同時に担う点

で決定的に異なる。よって知識通訳者は、「互いに異

なる複数の利害関係者の知識や文化を両者の間に入

って通訳したり、両者の持つ暗黙知を形式知へと変

換して伝えることで相互の知識共有を促進させたり、

両者の仲裁をする役割」と定義される。したがって

知識通訳者には、複数の利害関係者が有する知識体

系やその背景にあるコンテクストを理解しているこ

とが求められる。 

 図 3は知識通訳をモデル化したものである。この

図において知識通訳者が行政側に属しているのは、

行政側のコンテクストが機密性や専門性など、極め

て特殊なことから、全くの外部の関係者が担うより

も現状では行政関係者が担う方が現実的であると判

断したためである。 

 

３．３．知識通訳者の役割 

知識通訳者による知識通訳が進むと、その延長に

は知識のみならず、異なる利害関係者間の慣習など

に代表される文化の通訳へと発展する。ここで用い

る「文化」とは、「知識のみならず利害関係者それぞ

れの地域や職種、集団などによって用いられている

特有の言葉づかいや隠語、方言、そして仲間内で用

いられている専門用語などの言葉や慣習」を指して

いる。よって、文化の通訳とは、知識通訳者が一方

の文化をもう一方が理解できる言語として通訳し、

説明することである。 

 知識通訳者は、互いの知識を変換する役割も担う。

この場合の知識変換とは、行政や利害関係者の有す

る暗黙知を知識通訳者が形式知化することを指す。

ここであげた暗黙知や形式知を具体的に示すと、例

えば行政の代表的な暗黙知とは助成制度等の運用方

法であり、漁業者の場合それは漁業における慣習的

な取り決めなどがこれにあたる。これらの暗黙知は

互いにとって見え難いものである。一方の形式知は、

行政であれば公報や議事録などが、漁業者の場合は

海図や水揚げ高などがあげられる。 

また知識通訳者は、知識変換を主体的に行うだけ

ではなく、これを支援する役割も同時に担う。この

場合、知識通訳者は行政や利害関係者相互の知識変

換を支援し、その後の知識共有を促進させるファシ

リテーター的な役割を果たす。 

補足的役割として、知識通訳者の役割は時にはコ

ンフリクトの解決に代表されるような仲裁にまで及

ぶことがある。ここで知識通訳者は主にメディエー

ターとして機能し、行政と利害関係者の仲裁を行う

ことにより、結果的に両者からの信頼も獲得してい

く。 

 

 

利害

関係者

SK
AK

ISK ISK

IAK

　利害関係者の知識（Stakeholder’s Knowledge: SK）は、知識通訳
者を通じて通訳され（Interpreted Stakeholder’s Knowledge: ISK）、

行政に伝えられると同時に、利害関係者にもフィードバックされる。

　また、行政の知識（Administration’s Knowledge: AK）は同じく知
識通訳者を通じて通訳され（Interpreted Administration’s

Knowledge: IAK）、利害関係者に伝えられると同時に、行政にもフィ
ードバックされる。

知識

通訳者

IAK

行政

 

図 3 知識通訳のモデル (末永, 2003) 
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４．おわりに 

 本論文では、知識科学の視点から、合意形成にお

いて利害関係者間を橋渡しし、合意形成を支援する

行為を説明するものとして、独自の概念である知識

通訳を提示し、これを担う役割である知識通訳者に

ついて詳しく示した。 

将来的に、知識通訳者の役割は複数の利害関係者

がそれぞれ有する主義や主張、さらにはその所属と

いったものから独立した、中立的な第三者が担うこ

とが望ましい。ただし、そのためには彼らが活躍す

るための環境を整える必要があるだろう。 
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ポスト近代的コミュニティのための参画デザインモデル： 

社会的アクションラーニングの研究 

星稜女子短期大学 

竹村 哲 

 

要旨 本論は、ポスト近代的コミュニティのための

参画デザインの基礎的研究報告である。組織学習モ

デルとして“社会的アクションラーニング”を提起

するにいたる背景、具体的なモデリングの展開、今

後の実証的研究の展望について概説する。 

 

１．研究の背景 

公共的政策に対する参画要請と情報システムの高

度化に伴い、情報テクノロジーの導入やそれに伴う

社会や環境の再編を、全体論的に見ることが可能な

研究や教育の必要性が各分野で認識されている。こ

れに呼応してポスト近代的コミュニティ１）における

政策・経営のありかたや、個人と組織のかかわり、

情報技術の捉えかたなどが模索されはじめてきてい

る。中でも、ソフトな学習２）すなわち組織において

多元的に推移する解釈枠を的確に捉え、利害関係者

の認識を共有しながら問題の改善を図る循環型の学

習のためのモデル構築は重要な課題となる。 

著者は、この回答となる参画デザインの一アプロ

ーチとして、ヨコ型コミュニティ３）開発４）における

実践学習法：社会的アクションラーニング５）のシス

テムモデリングに関する基礎的研究を約５年間にわ

たり試みてきている。現在まで、同様の研究として

は土谷(1996)の『柔らかい組織の経営』があるが、

それ以外の内部観察による事例報告は国内ではきわ

めて少ない。その理由として、認知的プロセスを扱

うため外部からの観察が難しく内部からのフィード

ワークが前提となること、そして一つの学習サイク

ルが長期間にわたることがあげられるが、最大の原

因は、組織の心理として、内部開示に対する属事的

判断より、むしろその行為者に対して主観的解釈を

織り込んでしまうという属人的な判断が働く (王 

2003)という社会的風土にあるといえる。また日本企

業の多くでは個々人がシステム機能的に結合してお

り、プロジェクトマネジメントでは主にプラント建

設や新製品開発などのいわゆる開発推進型の取り組

みに傾倒してきたため、一方の経営革新や業務改革

などのマネジメント型のプロジェクトにおける OJT

（On-the-Job Training）での経験則など主観的なデー

タの蓄積が少なかったことも内部観察事例の少ない

理由の一つにあげられよう。 

しかし、個人や組織を取り巻く社会環境の変革速

度がますます加速するネットワーク型社会にあって、

多くの組織や個人レベルでもソフトな学習に迫られ

てきている。大小さまざまな NPOの動向はそれを示

唆するものといえよう。組織や個人がルース６）な関

係を維持しつつもソフトな学習を可能とするために

我々は、まず日本独特の社会的シンボル環境である

“気働きの構造”７）に制約されていること、したが

って自覚・理解・同意などの多層的認知コミュニケ

ーション(Laing 1966)がうまく機能していないこと、

を自覚する必要がある。その上で、説明責任を果た

し他者からの誤解を回避する資質を養成する手段と、

すべての当事者を母体として問題状況に合わせて柔

軟に集合し離散する枠組みが必要であり、そのため

の組織学習モデルの構築とフィールドワークの蓄積

はきわめて重要と考えている。 

 

２．社会的アクションラーニングのモデリング 

現在までの組織学習モデリングの流れ（図１）に

ついて述べる。著者は、組織学習による合意形成の

主軸を、解自体ではなく参加者がガイドラインにお

いてとるべき改善プロセスに置いている。図１の“図

式化されたガイドライン”とは、いわばプロセス合

意のプレマップ（予想図）である。学習の初期段階

で利害関係者に対し、図式化されたガイドラインの

共通運用に関する合意を得ることによって、その後

竹村 哲（たけむら あきら） 
星稜女子短期大学経営実務科 教授 
920-0813 金沢市御所町酉一 
wind2000@aurora.ocn.ne.jp 
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の個人とワーキング組織、全体組織の多重学習過程

においてそれぞれ解釈枠が変化してもアプローチの

選択合意８）からは逸脱しない。著者は、これに相当

するものとしてソフトプロジェクトマネジメント

（略称 Soft PM） (Takemura 2002)を提案している。

すでに組織学習の方法的フレームワークに関しては、

野中のモデル(野中 1996)やケプナーのモデル(ケプ

ナー 1999)などある９）が、これと比較して Soft PM

は、3つの振り返り、3つの組織変換、そして組織化

と構造分析における情報技術の活用という特徴を有

している。組織編成に関しては、プロジェクトチー

ム学習の実効性というメリットを活かすだけでなく

同質型チームの弊害(小林 2001)というデメリット

を回避する理由から、プロジェクト型のチーム編成

と段階的なチーム変換の考えを採用している。また、

振り返りは、プロジェクト型チームと全体組織が互

いの解釈枠の乖離を認識することで事前に合意した

ガイドラインから逸脱しないための手段である。情

報技術の活用は、議論のための共通のたたき台を用

意するためのものである。 

社会的アクションラーニング(竹村 2004)は、“図

式化されたガイドラインを使う”ためのモデルであ

る。図式化されたガイドラインを使うのは、利害関

係者すなわち学習者である。学習者は、ガイドライ

ンに従いながら学習者間あるいは学習促進者（リー

ダー）との間で相互作用を通じて学習する。 

これを実現する学習者モデルとして、説明責任・

継続的学習・自己尊重からなる社会資質開発コンピ

テンシ(竹村 2003a)、また組織学習促進者のモデル

としてプロジェクトマネージャーとファシリテータ

の中間的役割を担うアプローチコーディネータ(竹

村 2003b)を、そして解釈枠の共約化を手助けする情

報技術として、ISM法(Warfield 1974)を中核とした構

造分析法：AT-Method (竹村 2003c)を提案している。 

 

３． 実証的研究の展望 

“図式化されたガイドラインを使うことの有効

性”の検討は、社会的アクションラーニングモデル

を実際のルースに結合した組織のソフトな学習に適

用することでのみ図ることが出来る。この研究は、

図 2のスタイルとして表わすことができる。その特

徴は、アプローチコーディネータ（現状では著者）

による Soft PMに則した解釈枠共約化のアクション

を受けて徐々に現れる組織のリアクションからの解

釈（気づきや解釈枠推移）をもとに、組織学習に関

する仮説を抽出し、学術的な批評に照らしながら組

織学習モデルの改善を図るという様式である。 

しかし、現行のオリジナルモデルは孵化段階のも

のであり、組織的に運用するまでの社会認知は得て

いない。よって実証的研究を重ね、漸次的にモデル

改善を図りながら、図式化されたガイドラインを使

うことの有効性の社会認知・伝播を目論んでいる。 

具体的には、 

 

[1]一人の学習者が、ソフトな組織内で内部観察を

通じて行うアクションラーニング、 

[2]市民団体、NPO、大学などが組織的に Soft PM

のガイドラインに則してコミュニティ開発す

【 ［ 《図式化されたガイドライン》
 を使う］

 ことの有効性】

ソフトプロジェクトマネジメント

 （方法的フレームワーク）

社会的アクションラーニング （使う人，リーダー，情報技術）

実証的研究アプローチ
 

図１ 組織学習モデリングの流れ 
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るモデルケース、 

[3]高等教育における、教員がアプローチコーディ

ネータ的役割を担って行うコミュニティ開発

実践、を図る。 

 

現在取り組んでいる大学におけるコミュニティ開

発 (竹村 2003d)は、[1]に相当する。大学組織は、最

もルースに結合した組織であり、そこで行われてい

る FD (Faculty Development)活動や自己点検に関する

テーマには、システム開発や環境整備といった開発

推進型よりも、むしろ活動の改善・見直し、さらに

は事業中止を含むマネジメント型の組織学習思想を

志向しているからである。実証的研究を通じて、仮

説の有用性の検討を行うと同時にヨコ型コミュニテ

ィ開発のためのさまざまな課題を抽出している。 

一方[2]は、より広範に社会貢献を目指してコミュ

ニティ開発を支援する研究である。研究での学習構

造は、[1]での内的学習、対支援組織学習、学術的学

習の 3重構造に加えて共同研究チームにおける対チ

ーム学習を加えた図 3に示すような 4重構造になる

ことで、[1]に比べより多様なコミュニティ開発に応

用出来ると考えている。2004年度よりソフトシステ

ムアプローチによる問題解決の共同研究チーム１０）

で、石川県や富山県における“まちおこし”への適

用を図っている。 

最後の[3]に関しては、参加型の教授デザイン研究

の一環として、プロジェクト型教育の実践と、それ

を通じた図式化されたガイドラインを使うことの伝

播を展望している。これからの組織学習に関する高

等教育では、実際のコミュニティを学習の演習場と

して利用するケースが増えてくるであろう。これに

よって、規範的組織学習モデルの実践の場を学生に

提供し、コミュニティを手助けして問題を解決する

方法（図 3 の(3)に相当）を学ばせることができる。

また、学生が研究プロジェクトチームの一員となり

(1)の内的学習と(2)の対チーム学習を深めることで

社会資質開発コンピテンシを培うことに結びつくと

考えている。 

A⊃

　　　　　　B⊃

C⊃

(1)

(2)

研究チーム

学
習
組

織

学会

(3)(4)

(1)内的学習=>(2)対チーム学習=>(3)対支援組織学習=>(4)学術的学習

A⊃

　　　　　　B⊃

C⊃

(1)

(2)

研究チーム

学
習
組

織

学会

(3)(4)

(1)内的学習=>(2)対チーム学習=>(3)対支援組織学習=>(4)学術的学習  

図３ 共同研究における 4 重構造 

 

脚注 

１）現代社会において、これまで地域に根ざしたコ
ミュニティ（ゲマインシャフト）を破壊してきた社
会システム（ゲゼルシャフト）が、今度は自らの不
全性から崩壊の道を歩んでいる。結果として残った
ものは、サイバー社会（Cyber Society）や知識コミ
ュニティ（Knowledge Community）に象徴される際
限のない私的領域とそれらの抵触の危険性である。
今やこれらに替わるポスト近代的な第 3のコミュニ
ティの構築を模索するときにきている。 
２）「ソフトな学習」は、組織学習の分野においては
Checkland(1981)のソフトシステム方法論 (Soft 

内部観察による
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図２ 社会的アクションラーニングのスタイル 
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System Methodology)に言葉の端を発していると捉え
ている。 
３） ヨコ型コミュニティ（Project Typed Community）
の定義を、「一時的に限定された地域・領域で同時に
人と人が共通の課題を抱えその課題に共通に取り組
むことのできるネットワーク型組織」とし、かつ「既
に肥大した私的干渉領域や制約である公的領域との
折り合いを学習するルースに結合された組織」とす
る。組織において個人は対等なヨコ関係を維持する
ために互いに説明責任を果たし、その時々の必要に
応じて柔軟に連帯し解散する。 
４）コミュニティ開発(Community Development)の定
義を、「コミュニティの構築やそこで抱える問題の解
決」とする。 
５）アクションラーニングとは、「学習する組織」に
なるための実践的方法論（ガービン,2001)である。
ただし、本論の「社会的アクションラーニング」で
取り上げる社会とは、階層的機能システム化された
企業体ではなく、個々の関係が比較的対等な社会を
想定している。 
６）ルース(loose coupling)とは、土谷(1996)によれば、
「２つ（あるいはそれ以上の）の別々のシステムが
共通の変数をほとんど持たないか、あるいはその共
通の変数がそのシステムに影響を与える他のシステ
ムに比べて弱いかの状況」を意味する。 
７）気働きの構造とは、沈黙の和を齎す構造主義で
あり、「全体の和を乱すべきでない」として“取り入
り”や“根回し”、“立場の押しつけ”などを黙認し
ている社会風土を示す著者の造語である。 
８）アプローチの選択合意とは、「プロセス合意のプ
レマップ（予想図）に従い、段階的に用意してある
振り返りを実践するという取り決め合意」を意味す
る。 
９）野中のモデルとケプナーのモデルのフローを概
説する。 

野中の組織学習モデル 
Step1 暗黙の知識を組織内で共有化する。  
Step2 暗黙の知識を明示化してコンセプト化す

る。  
Step3 組織内においてコンセプトを正当化する。  
Step4 コンセプトを製品／サービスまたはシス

テムとしてプロトタイプ化する。  
Spet5 成功した組織内の知識創造を組織内の他

の部署に伝播する。 
ケプナー・トリゴーの組織学習モデル 
Step1 状況を明らかにする。  
Step2 目的を明らかにする。 
Step3 問題をわかっている人を呼び込む。 
Step4 問題を正確に描き出す。 
Step5 原因究明を行う。 
Step6 解決策の評価尺度を用意する。 
Step7 解決策候補を選び出す。 
Step8 実行可能な解決策の計画草案を作る。 
Step9 組織やリスクを考慮して微修正する。 
Step10 理解と同意を得るように説得を行う。 

１０）現在、金沢星稜大学大学院高木亮一教授、同
大学宮崎正史教授、および著者で構成している。 
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PI-Forum 誌編集委員から 

 アド･ホックに或いは実験として実施されてきた
社会的合意形成の試みは、今後徐々に制度化に向か
うかもしれません。既に自治体の中には、審議会で
一部市民委員を募集するなどの制度化を進めている
ところもあります。制度化にあたっては、｢誰｣が参
加するか、決定との距離をどう置くか、既存の制度
にどのように位置づけるかなどの課題の整理や意義
の確認作業を行う必要があり、そのためには、分野
横断的な議論と実践の積み重ねが重要となるでしょ
う。PI-Forum誌がそれに役立つ場となればと思い
ます。（久保） 
 私が専攻する都市工学分野では、饗庭論文の記述
のように 30年来、「参加型まちづくり」という「参
加と対話」の社会実験を蓄積しています。しかし、
実践偏重のため理論構築が遅れています。一方、海
外事例や理論を活かし、日本に相応しい市民参加を
模索している分野もあり、まちづくりの経験知も含
めた多様な領域間の知恵の交流は相互補完的効果が
期待されます。このメディアが知恵の交流の場にな
りえるのか、挑戦かも知れません。（杉崎） 
 環境コンサルタント業のかたわら、環境分野とス
ポーツ分野の複数のNGO／NPO活動に係わってい
る。NGO／NPOが、行政組織や企業組織と並んで、
社会的合意形成プロセスに係わる 1個の組織主体と
して、安定した信頼性を勝ち得るには、会社的にい
えば「総務業務」がきちんとできることが必要。し
かし実感するのは、それがなかなか難しく、内部の
合意形成すらままならないという現実。NGO／
NPO の組織ガバナンスといったテーマも、探求し
てみたい。（西原） 
 社会基盤整備の現場に限らずファシリテーター的
な役割を微力ながら担う機会が増え、市民参加協働
型社会の到来を肌身で感じる昨今となりました。時

として、社会基盤整備における PI 情報のみでは解
決し得ない問題に直面し、異分野の知見や事例情報
を必要としております。実施して効果を生み出すこ
とが求められる"2nd ステージ"において、多くの方
に PI-Forum 誌をご活用頂けましたら幸いです。
（水谷） 
 既存の学術分野、事業分野、政策領域等にとらわ
れず、「社会的合意形成」を軸に幅広く研究と実践の
情報交換を推進する場として PI-Forum 誌を創刊
しました。学術論文の査読、引用などの社会的過程
を通じ、学界で認められる用語、理論、方法論、そ
して科学的事実についてまでも暗黙のルールが形成
され、気がつかないうちに大多数の研究者がそのル
ールに従い、さらにルールを再生産しているという
説があります。本誌は、既存のパラダイムやタブー
を取っ払い、異なる分野の研究者と実務家が見えな
い垣根を越えて情報と知見を共有する、誌上の社会
実験だとも言えるでしょう。次号は合意形成の実践
的方法論に着目します。ご期待ください。（松浦） 

 
PI-Forum誌編集委員 

松浦 正浩（編集総括）［PI-Forum理事］ 

マサチューセッツ工科大学都市計画学科

久保 はるか 

東京大学大学院法学政治学研究科

杉崎 和久 

東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻

西原 弘 

有限会社サステイナブル・デザイン研究所

水谷 香織［PI-Forum理事］ 

岐阜大学工学部

PI-Forum 誌 公募原稿募集
 
PI-Forum 誌は、公共政策、公共事業、まちづくりなどの分野における社会的合意形成に関する研究や事
例を、実務家と研究者が幅広く情報共有することを目的に、年２回発行されます。PI-Forum 誌はインタ
ーネット（ウェブサイトからのダウンロード）と郵送で配布されます。社会的合意形成の諸課題に関心のあ
る行政職員、大学研究者、コンサルタントの目に留まることが期待され、みなさまの研究と実践の成果発表、
広報の場として、大きな効果が期待されます。 
第２号は合意形成手法各論（いわゆるテクニック、プロセスなど）をテーマに、具体的な方法論に関する比
較検討を行ないます。第２号についても、事例研究から文献レビューまで、原稿を幅広く公募する予定です。
なお、原稿はＡ４判２段組２～４ページ（写真図表等込）で、投稿料は無料です。採用された原稿の版権は
NPO法人ピーアイフォーラムに帰属します。 
詳細が決まり次第、PI-Forumのウェブサイト http://www.pi-forum.org/ にて公募要領を発表いたします。

PI-Forum 誌 広告出稿募集
PI-Forum 誌は幅広い情報の共有と伝播を目的に、インターネット上で無料配布しておりますが、インタ
ーネットの維持管理費用、各種研究機関への冊子版無償配布費用、その他郵送費、通信費等などを広告収入
により捻出しております。PI-Forum 誌（冊子版）は、行政機関や各種研究機関の公共政策、合意形成、
社会資本整備に特に関心の高い方々を対象に無償配布しており、当該分野に関連する広告効果はきわめて高
いと自負しております。公共政策分野のお仕事をなさっているみなさま、ぜひ広告出稿をご検討ください。
広告出稿に関するお問い合わせは info@pi-forum.org（担当：松浦）までお願いします。 



40 

PI-Forum 1 (1)  

NPO法人 PI-Forum のご案内 

いま、何が問題か？ 
 近年、環境問題、まちづくり、社会資本整備、ゴミ処理施設立地等様々な分野で、行政対市民、地域対地域など関係者間の
利害対立、信頼感の欠如といった問題となっています。その結果、社会として解決すべき問題が放置され、誰もが納得できる
プロセス、解が存在しないことによる社会的損失が発生している事例が多く見られると考えられます。また、生命工学等の新
たな科学技術の導入に関しても、多様な価値観を持つ国民間のコンセンサス形成も課題となっています。そこでは、あるべき
政策を立案・選択していく上で、合意形成の仕組み・技術・知恵を社会全体の財産とすることが課題解決の大きな鍵となって
いると考えられます。 
 
PI-Forumの役割  
我々は、合意形成の重要性に対する社会的な認識を高め、中立的立場から合意形成の仕組み・技術・知恵を社会に提供します。 
 
PI-Forumの目指すもの  
 我々は、行政が政策決定過程に市民の参加を促すとともに市民一人一人が積極的に発議するための新しい合意形成の仕組み
を提案し、提供することにより、市民が主体的に合意形成の取り組みに参画する社会を実現するとともに公共サービスの満足
度を高めることを目指しています。  
 
PI ３つの定義  
Public Involvement 行政が政策決定過程に市民の参画を進めること 
Partnership Incubation パートナーシップを育む環境をつくること 
Public Initiative 市民一人一人が積極的に発議・提案していくこと 

 
役員（2005年 1月現在） 

理事長 石川雄章（国土交通省） 副理事長 城山英明（東京大学 法学部 助教授） 
理事 梅本嗣（（株）博報堂）、菊池豊（高知工科大学 総合研究所 助教授）、田熊伸好（スピリット 代表）、田中秀明（財

務省 財務総合政策研究所 主任研究官）、松浦正浩（マサチューセッツ工科大学都市計画学科）、水谷香織（岐阜
大学 産官学融合センター 日本学術振興会特別研究員）、矢嶋宏光（（財）計量計画研究所 都市政策研究室 室長） 

監事 鈴木達治郎（（財）電力中央研究所 上席研究員） 

 
PI-Forum 最近の活動報告 

市民参加のガイドラインを考えるシンポジウムと合意形成トレーニング体験コース見本市（2004年 11月 29,30日開催） 
 合意形成に関する有識者や全国の実務者とのネットワークを通じ、市民参加がどうあるべきか、どう方針づけられればい
いかを様々な角度から検証し、『市民参加のガイドライン』としてとりまとめるプロジェクトをスタートしました。その中
間とりまとめに向け、考え方や全国各地での実体験を広く共有する機会とするため、『市民参加のガイドラインを考えるシ
ンポジウム』を開催しました。また、対話の仕方、会議の運営、プロセスの組み方などに関する各種のスキルに触れ、一度
にいくつものコースを体験受講できる機会として、『合意形成トレーニングコース見本市！』を開催しました。 

メールマガジン・ウェブサイトによる情報提供 
 実務家へのインタビュー、イベント報告、書評など最新情報満載のメールマガジン（購読無料・毎月発行）、ワークショ
ップ等イベントの記録、映像情報など満載のウェブサイトなどを通じ、３つの PIに関連する情報を幅広く提供しています。
詳しくは http://www.pi-forum.org/をご覧ください。 

コンセンサス・ビルディング手法研修会（2004年 8月 26～28日開催） 
 土木学会四国支部との共催で、近年米国において幅広く活用されつつある合意形成手法、コンセンサス・ビルディングに
関する３日間の集中セミナーを、米国から講師を招き高松市にて実施しました。約２０名の若手実務家、研究者らが、交渉
学の理論的基礎から具体的な合意形成プロセスの設計演習まで、現場を意識した密度の濃い研修を体験しました。 

PI-Forum ご参加のおさそい 

PI-Forumでは、市民団体、大学、行政、民間等の幅広い分野・立場の方々のプラットフォームを形成する
ため、幅広く会員を募集しております。PI-Forumの自主的・独立的な活動は、会員、協力者に方々によっ
て支えられています。ぜひ、ご入会を検討下さい。 

会員特典 (1) PI-Forum主催の各種イベントに優先参加受付、参加費割引 

(2) 会員メーリングリストや会員フォーラムをはじめとする議論・親交の場への参加 

(3) 会員提案型事業への参加・支援 

(4) PI-Forum主催の各種プロジェクトに主体的に参加 

会費 正会員：入会金 3,000円 年会費 6,000円  

学生会員：入会金 3,000円 年会費 2,000円  

会員期間 年度会員制度（5月 1日～4月 30日）で、申込みは四半期ごとの受付となります。 

会員お申込は PI-Forumのホームページ http://www.pi-forum.org/ から申込書をダウンロードいただくか、
PI-Forum事務局まで申込書をご請求ください。 

 

賛助会員制度もご用意いたしております。詳しくは info@pi-forum.orgまでお問い合わせください。 
 

 

  特定非営利活動法人（内閣府認証） ピーアイ･フォーラム PI-Forum  http://www.pi-forum.org/ 
  事務局 〒780-0862 高知県高知市鷹匠町 1丁目 3-22  


